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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

(1）連結経営指標等 　      

売上高 (百万円) 40,695 56,613 52,688 51,471 43,301

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 1,198 2,070 771 △2,321 145

当期純利益又は当期純損失(△) (百万円) 414 663 △60 △4,765 △1,177

純資産額 (百万円) 2,869 6,346 5,843 946 1,029

総資産額 (百万円) 28,865 27,853 29,833 28,256 18,321

１株当たり純資産額 (円) 74,001.93 36,779.48 33,723.97 △563.55 3,276.13

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額(△) (円) 10,727.32 3,953.62 △412.74 △27,521.99 △6,288.36

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

(円) 10,100.45 3,767.54 － － －

自己資本比率 (％) 9.9 22.8 19.6 △0.3 4.7

自己資本利益率 (％) 16.4 14.4 △1.0 △165.9 △307.7

株価収益率 (倍) 99.0 85.2 － － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,256 1,745 443 △1,586 △380

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △167 △1,446 △2,734 △1,498 91

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △218 1,476 1,106 3,761 △1,793

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 1,560 3,335 2,150 2,823 735

従業員数
(人)

761 899 979 1,015 756

（外、平均臨時従業員数） (－) (96) (119) (176) (198)
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回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

(2）提出会社の経営指標等 　      

売上高 (百万円) 34,409 38,339 35,502 33,424 34,271

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 800 1,166 375 △2,473 223

当期純利益又は当期純損失(△) (百万円) 407 399 96 △4,501 △1,405

資本金 (百万円) 1,372 2,919 2,970 2,970 3,720

発行済株式総数 (株) 38,640 172,369 174,848 174,848 264,884

純資産額 (百万円) 2,943 6,160 5,822 151 884

総資産額 (百万円) 24,131 24,643 25,953 23,423 15,675

１株当たり純資産額 (円) 75,917.73 35,764.70 33,659.44 876.56 3,359.25

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当額）
(円)

3,750.00

(2,500.00)

1,500.00

(1,000.00)

1,200.00

(600.00)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額(△) (円) 10,537.27 2,391.03 564.82 △25,992.92 △7,504.97

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

(円) 9,921.51 2,278.50 552.88 － －

自己資本比率 (％) 12.2 25.0 22.4 0.6 5.6

自己資本利益率 (％) 15.6 8.8 1.6 △150.7 △271.0

株価収益率 (倍) 100.8 140.9 338.2 － －

配当性向 (％) 35.6 41.8 212.5 － －

従業員数
(人)

410 478 484 532 510

（外、平均臨時従業員数） (－) (－) (53) (79) (127)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第８期においてエス・アンド・アイ㈱及びスターネット㈱を連結の範囲に含めております。なお、各連結子

会社のみなし取得日は、エス・アンド・アイ㈱は第８期の下期首日のため貸借対照表と下半期の損益計算書

を、スターネット㈱は第８期末日のため貸借対照表のみ連結しております。

又、第12期においてスターネット㈱を連結の範囲から除いております。

３．第８期の１株当たり中間配当額2,500円は、上場記念配当1,250円を含んでおります。

第11期及び第12期の１株当たり配当額（１株当たり中間配当額）は、無配のため記載しておりません。

４．第９期の平成16年５月20日付及び平成16年11月19日付で株式１株につき２株の株式分割を実施しておりま

す。なお、第９期の１株当たり当期純利益金額は、分割が期首に行われたものとして算出しております。

５．第８期の株価収益率は、平成16年５月20日付で株式１株につき２株の株式分割を実施しており、平成16年３

月末時点の株価は権利落ち後の株価となっているため、１株当たり当期純利益金額等との整合性を図ること

から、権利落ち後の株価に分割割合を乗じて算定しております。

６．第10期の連結、第11期及び第12期は、当期純損失が計上されているため、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額及び株価収益率は記載しておりません。

７．平均臨時従業員数は、人材会社からの派遣社員及びアルバイトの平均人員数であります。なお、連結の第８期

及び提出会社の第９期以前については、平均臨時従業員数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省

略しております。

８．第11期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。
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２【沿革】

年月 事項

平成９年３月 東京都港区元赤坂一丁目３番12号にコンピュータのネットワークシステム（ＬＡＮ・ＷＡＮ）の販売
を目的として資本金10億円をもって設立。
住友電気工業㈱より「一般企業向けネットワークシステムインテグレーション事業」の営業権を取得。

住友電工システムズ㈱より「ネットワークシステムインテグレーション事業」の営業権を取得。

４月 大阪市に関西支社（現西日本支社）、名古屋市に名古屋営業所、豊田市に豊田出張所を開設して営業開

始。

７月 東京都より特定建設業（電気工事業・電気通信工事業）免許を取得。

平成10年４月 福岡市に九州営業所を開設。

６月 電気工事業を事業目的に追加。

９月 札幌市に北海道営業所を開設。

平成11年６月 日本シスコシステムズ㈱（現シスコシステムズ合同会社）と販売代理店契約の締結。

７月 仙台市に東北営業所を開設。

10月 ㈱ディエスシーに出資して子会社化し、12月に商号を㈱ネットマークスサポートアンドサービス
（現連結子会社）に変更。

平成12年４月 広島市に広島営業所を開設。

５月 Cisco Systems Inc.の「ゴールドパートナー」認定資格を取得。
８月 豊田出張所を廃止し、名古屋営業所に統合。フィリピンにマニラ支店を開設。

11月 名古屋営業所を中部支店に昇格。

平成13年１月 総務省に一般第二種電気通信事業者の届出。

３月 通信回線の再販事業を事業目的に追加。資本金を1,156百万円に増資。
リコーテクノシステムズ㈱と保守・運用サービス事業での業務提携。

９月 関西支社を西日本支社に名称変更。東京都大田区に品質管理センターを開設。

11月 フィリピンにNETMARKS PHILIPPINES,INC.を設立し、資本参加。
12月 マニラ支店を閉鎖。

平成14年２月 インドネシアにPT.NETMARKS INDONESIAを設立し、資本参加。
４月 住友電装㈱より「ネットワークシステム事業」の営業権を取得。

８月 資本金を1,215百万円に増資。

平成15年１月 中国・上海市にネットマークス（上海）有限公司を設立。

６月 東京証券取引所市場第二部に上場。公募増資により資本金を1,372百万円に増資。
９月 サービスプロバイダ事業部で「ISO14001」（環境マネジメントシステムの国際規格）の認証を取得。
10月 エス・アンド・アイ㈱を買収し、連結子会社化。

11月 NETMARKS（THAILAND）CO.,LTDに追加出資し、関連会社化。

平成16年２月 マレーシアにNETMARKS TECHNOLOGY（MALAYSIA）SDN BHDを設立し、資本参加。
３月 スターネット㈱を買収し、連結子会社化。

８月 品質管理センターで「ISO9001」（品質保証の国際規格）の認証を取得。
12月 公募増資により資本金を2,880百万円に増資。

当社及び㈱ネットマークスサポートアンドサービスにて「ISO14001」の全社認証を取得。

平成17年３月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定。

マネジメントサービス事業部で「ISMS」（情報セキュリティマネジメントシステム）の認証を取得。
８月 岡山市に岡山営業所を開設。

９月 住友電気工業㈱より「ＶＯＤ事業（映像配信事業）」の営業権を取得。

12月 ㈱テリロジーと資本・業務提携。

平成18年２月 当社及び㈱ネットマークスサポートアンドサービスにて「ISMS」「BS7799」「ISO9001」の全社認証
を取得。

日本テレコム㈱との共同出資で日本テレコムネットワークシステムズ㈱を設立。

４月 中部支店を中部支社へ昇格。

６月 NETMARKS SINGAPORE PTE.LTD.に出資し、関連会社化。

平成19年５月 日本ユニシス㈱による当社株式の公開買付けが完了。

６月 親会社が住友電気工業㈱から日本ユニシス㈱に異動。

　 住友電気工業㈱に連結子会社スターネット㈱の全株式を譲渡。

　 日本ユニシス㈱及び同グループ各社とのシステムインテグレーション及びネットワークインテグレー

ションの両事業における業務提携内容を決定。

７月 ベトナムにNETMARKS VIETNAM CO.,LTDを設立し、資本参加。
８月 東京証券取引所市場第一部から市場第二部へ指定替え。

11月 「ＶＯＤ事業（映像配信事業）」を㈱クーレボ及びエフビットコミュニケーションズ㈱に譲渡。

平成20年２月 第三者割当増資により資本金を3,720百万円に増資。
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３【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社２社と持分法適用関連会社１社に加え、持分法非適用の非連結子会社１社及び

関連会社８社で構成されており、最先端のネットワークシステムのコンサルティング、設計、構築から運用・保守・ア

ウトソーシングに至るまでの一貫したサービスの提供を主たる事業として活動しております。

なお、平成19年６月12日付で当社が保有する連結子会社スターネット㈱の全株式を住友電気工業㈱に譲渡したことに

より、当連結会計年度からスターネット㈱は連結対象から除外されております。

事業内容としては大きく分けて以下のとおり分類できます。

(1）ネットワークインテグレーションサービス

製造、通信・メディア、金融、流通・サービス、システムインテグレータ等の一般企業及び通信事業者から官庁・自

治体、医療・文教の公共分野に至る幅広い業種にわたり、ネットワークシステムの導入検討から設計・構築に至る

まで、ネットワーク技術と関連製品を組み合わせた最適なネットワーク環境を実現するためのコンサルティングを

含めた総合的なサービスの提供を行っております。具体的には、ＩＰテレフォニー／ＩＰコミュニケーション、セ

キュリティ、ストレージネットワーク、ネットワークインフラ等のインテグレーションサービスであります。

（ネットワークインテグレーションサービスの特徴）

区分 特徴

ＩＰテレフォニー／

ＩＰコミュニケーションソリューション

当社は、現在までに12万台を超える国内最大のシスコＩＰフォンの導入実績を背景に、米国シスコ
システムズ社の認定資格であるマスターＵＣＳ（Unified Communications Specialization）を平成19
年３月に国内では初めて、又、世界でも２番目に取得し、ＩＰ電話をはじめ音声やビデオ、Ｗｅｂ会

議機能などを統合した「Cisco Meeting Place」を提供しております。

セキュリティソリューション より安全にネットワークをご利用いただくため、ファイアウォール・ワンタイムパスワード・ウイ

ルスチェック・暗号化・ＰＫＩ等の広範な技術の統合による最適なセキュリティソリューション

と、情報保護対策として注目されるバイオメトリクス認証やデータアクセス制御、認証ＶＬＡＮな

ど、常に最新の技術を取り入れた幅広いセキュリティソリューションを提供しております。

ストレージネットワークソリューション 複数の記憶装置をネットワークで結ぶ単一の巨大な装置として利用可能なＳＡＮ（

Storage Area Network）や、ネットワークに直結した記憶装置により効率的なデータの保管運用を実
現するＮＡＳ（Network Attached Storage）システムをマルチベンダー環境で構築するソリューショ
ンを提供しております。

(2）サポートサービス

納入したネットワークシステムを安定して稼動させる24時間×365日体制のサポートサービスを提供しておりま

す。故障やトラブルが発生した場合に速やかに復旧させる保守サポートサービスに加えて、常に安定した稼動状態

を維持するためにお客様のシステム管理部門に代わってネットワークシステム運用監視（運用業務代行・リモー

ト監視・ヘルプデスク）を行うアウトソーシングサービスを提供しております。

（サポートサービスの特徴）

区分 特徴

保守サービス ㈱ネットマークスサポートアンドサービスのコールセンターで24時間×365日のサポート体制で経
験豊かな専任技術者により障害コールを受け付けるとともに、リモートでの障害原因の切り分けや

リブートを行うことでネットワークの復旧をサポートしております。

アウトソーシングサービス ㈱ネットマークスサポートアンドサービスの運用・監視センターでファイアウォールのマネジメ

ントや不正アクセス・ウイルス対策サービス、認証代行サービス、ＶＰＮマネジメントサービスな

どのセキュリティシステムの運用・監視サービスを24時間365日体制で提供しております。

（当社と関係会社の主な事業における位置付け）

区分 会社名 事業内容

当　　社 ㈱ネットマークス

・ネットワークシステムのコンサルティング、設計、構築サービス

・ハードウエア及びソフトウエアの販売

・ネットワーク運用管理アウトソーシングサービス

関

係

会

社

親　会　社 日本ユニシス㈱
・コンサルティングサービスからシステム構築、運用に至るシステム関連サービス

・ハードウエア及びソフトウエアの販売

連結子会社

㈱ネットマークスサポートアン

ドサービス

・ネットワークシステムの保守運用サポート

・ネットワークシステム機器の導入設置工事

エス・アンド・アイ㈱
・Ｗｅｂ関連、Ｌｉｎｕｘベースのシステム及びネットワークシステムのコンサル

ティング、開発、設計、構築サービスと関連製品の販売

持分法適用

関連会社

日本テレコムネットワークシス

テムズ㈱

・ネットワークシステムのコンサルティング、設計、構築サービス及び関連製品の販

売

［事業系統図］

事業の系統図は次のとおりであります。
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（国内ユーザ）

（海外ユーザ）

（注）無印　連結子会社

※１　関連会社で持分法適用会社

※２　非連結子会社で持分法非適用会社

※３　関連会社で持分法非適用会社
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

（親会社）

日本ユニシス㈱

（注）１、２、４

東京都

江東区
5,483

コンサルティング

サービスからシス

テム構築、運用に

至るシステム関連

サービス並びに

ハードウエア及び

ソフトウエアの販

売

被所有

78.4

(0.2)

・ネットワーク関連製品の販売仕

入とサポートサービス等

・資金の借入

・役員の兼任等あり

（連結子会社）

㈱ネットマークスサポー

トアンドサービス

（注）３

東京都

江東区
150

コンピュータ及び

ネットワーク機器

の保守・運用管理

100.0

・当社販売のネットワーク機器及

びネットワークシステムの保守

サポート業務委託

・ネットワーク機器及び事務所の

賃貸借あり

・役員の兼任等あり

エス・アンド・アイ㈱

（注）３、６

東京都

中央区
490

ネットワークシス

テムの設計、構築

及び保守・運用

81.8

・Ｗｅｂ関連、システム及びネッ

トワークシステムのコンサル

ティング、開発、設計、構築サー

ビス及び関連製品の販売と仕入

・役員の兼任等あり

（持分法適用関連会社）

日本テレコムネットワー

クシステムズ㈱

東京都

港区
300

ネットワークシス

テムの設計、施工
34.0

・ネットワークシステムのコンサ

ルティング、設計、構築サービス

及び関連製品の販売と仕入

 ・役員の兼任等あり

　（注）１．日本ユニシス㈱は、当社株式の公開買付が平成19年５月31日に完了したことに伴い、平成19年６月７日付で当

社の親会社となりました。

２．有価証券報告書を提出しております。

３．特定子会社に該当しております。

４．議決権の所有割合又は被所有割合の（　）内は、内数で間接被所有割合を記載しております。

５．当社は、子会社及び関連会社からの経営陣強化と監査体制充実の要請に基づき、非常勤役員を派遣しており、

平成20年３月31日現在における派遣役員は次のとおりであります。

代表取締役社長　　大橋　純　（㈱ネットマークスサポートアンドサービス取締役（非常勤））

（エス・アンド・アイ㈱取締役（非常勤））

代表取締役副社長　佐藤　宏　（日本テレコムネットワークシステムズ㈱取締役（非常勤）） 

取締役　　　　　　鷲見　晴美（㈱ネットマークスサポートアンドサービス代表取締役社長）

６．エス・アンド・アイ㈱は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％

を超えております。同社の主要な損益情報等は次のとおりであります。

(1）売上高　　    9,358百万円

(2）経常損失　  　 　95百万円

(3）当期純損失　　 　87百万円

(4）純資産額　　　　911百万円

(5）総資産額  　　3,748百万円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

ネットワークシステムソリューション事業 756 (198)

合計 756 (198)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む他、契約社員を含む。）であり、臨時従業員数（人材会社からの派遣社員及びアルバイト）は（

 ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．当社及び連結子会社の行っている事業は単一事業のため、事業の種類別セグメントでの記載はしておりませ

ん。

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ259人減少しておりますが、その主な理由は、当連結会計年度よりスター

ネット㈱を連結子会社から除外したこと、並びに当社の親会社である日本ユニシス㈱の子会社のユニアデッ

クス㈱への出向者を含めていないためであります。 

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

510 (127) 37.4 5.0 6,873,710

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む他、契約社員を含

む。）であり、臨時従業員数（人材会社からの派遣社員及びアルバイト）は（ ）内に年間の平均人員を外数

で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

当社グループでは労働組合は結成されておりません。経営者側と従業員代表で構成される組織として「ネットマー

クス経営協議会」があり、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、上期においては堅調な企業収益を背景とし、設備投資の増加や雇用情勢の

改善等、緩やかな拡大基調を示しましたが、下期に入り、サブプライムローン問題による米国経済不安を背景とした

株安や円高の進行、原油価格の高騰等による物価高の影響により減速感が出始めております。

当社グループが属する情報通信機器等のネットワーク関連業界は、ネットワークが企業活動に欠かせないインフラ

となり、業務効率向上や生産性向上を目的としたネットワークシステムの導入及び更新需要は増加しております

が、投資対効果重視の姿勢を背景とした商談期間の長期化、コスト削減要請がますます強まるなど、依然として厳し

い事業環境にあります。

このような環境の中、当社グループは、日本ユニシス㈱による当社株式の公開買付けが平成19年５月31日に完了し
たことに伴い、新たに日本ユニシスグループ傘下で、今後10年の方向性を定め、かつ2010年に到達すべきプランを実
行すべきプロジェクト「NEP10（Netmarks Evolution Plan 2010）」の基本方針に基づき、事業収益力の回復と効率経
営の更なる推進の取り組みを進めております。

当連結会計年度における売上総額は433億1百万円となり、前期比81億70百万円（15.9％減）の減少となりました。こ

れは主に、当社株式の公開買付け成立を受け、平成19年６月12日付で当社が保有する連結子会社スターネット㈱の

全株式を住友電気工業㈱に譲渡したことにより、当連結会計年度の連結決算からスターネット㈱が連結対象から除

外されたこと（前期売上高76億95百万円）、大型システム案件の導入時期が翌期に延期されたこと、又、採算性を重

視した選別受注への取り組みを行った影響等によるものであります。

損益面につきまして、売上総利益は97億59百万円となり、スターネット㈱の連結除外（前期売上総利益9億27百万

円）に伴い前期比5億96百万円（5.8％減）の減少となりましたが、売上総利益率は、仕入コストの低減及び外注原価

の内製化等により22.5％（前期は20.1％）と上昇しました。一方、販売管理費は、スターネット㈱の連結除外（前期

販売管理費5億76百万円）及び経費の費消効率化の促進等により92億9百万円となり、前期比29億99百万円（24.6％

減）減少、その結果、営業利益は5億50百万円（前期は18億51百万円の営業損失）となりました。経常利益は、支払利

息1億58百万円、たな卸資産評価損1億72百万円及び持分法による投資損失48百万円等が加わり、1億45百万円（前期

は23億21百万円の経常損失）となりました。

さらに、当社が保有する有価証券のうち時価が著しく下落しているもの等について投資有価証券評価損12億22百万

円、当社が平成20年７月に予定している本社移転に係わる費用の発生に備え、事務所移転費用引当金繰入として2億

14百万円、過年度退職給付費用67百万円及び関係会社出資金の評価損63百万円等で特別損失として16億71百万円を

計上、又、スターネット株式売却益1億96百万円、役員退職慰労引当金戻入益94百万円及び退職給付引当金戻入益44

百万円等で特別利益3億37百万円を計上、これに法人税等4百万円及び少数株主損失15百万円を含め、当期純損失は

11億77百万円（前期は47億65百万円の当期純損失）となりました。

なお、前連結会計年度に継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しておりましたが、当連結会計年度において営

業損益及び経常損益が黒字化したこと、又、財務体質の強化を目的とし、平成20年２月18日実施の日本ユニシス㈱に

よる第三者割当増資14億99百万円を受けたことにより、債務超過の状況が解消、継続企業の前提に関する重要な疑

義は解消されました。

サービス別の概要は以下のとおりであります。

＜ネットワークインテグレーションサービス＞

ネットワークインテグレーションサービスの売上高は318億98百万円となり、前期比88億68百万円（21.8％減）減少

しました。これは主に、スターネット㈱の連結除外（前期ネットワークインテグレーション売上高71億33百万円）、

次世代ネットワーク案件の導入時期の延期、採算性を重視した案件絞り込み、連結子会社におけるパートナー売上

の減少等によるものであります。

事業戦略面では、ソリューションサービス戦略として、日本ユニシスグループとの連携のもと、市場の拡大が予想さ

れるユニファイド・コミュニケーション、データセンターソリューションへの注力、又、既存のネットワーク・セ

キュリティ分野の対応力強化の取り組みを実施、厳しい競合環境下ではありますが、注力分野での大型システム案

件の成約等、計画に沿った事業運営が進められております。

＜サポートサービス＞

サポートサービスの売上高は114億2百万円となり、前期比6億98百万円（6.5％増）増加しました。これは主に、納入

システムの累積による保守契約売上の増加、既存パートナー企業へのヘルプデスクサービスの増加、又、アウトソー

シングサービスにおける情報漏洩防止サービス・不正ＰＣ検出サービス等の内部統制対策ソリューション関連

サービスの増加等によるものであります。

ソリューション別受注・売上の内訳は以下のとおりであります。
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（ソリューション別受注高・受注残高） （単位：百万円）

区　　分

平成19年３月期 平成20年３月期

受注高
　

受注残高
　

受注高
　

受注残高
　

割合(％) 割合(％) 割合(％) 割合(％)

ネットワークインテグレー
ションサービス

41,766 78.9 11,791 71.5 27,066 70.7 6,958 60.6

 
ＩＰテレフォニー／
ＩＰコミュニケーション

7,501 14.2 3,955 24.0 2,210 5.8 1,201 10.5

 ネットワークセキュリティ 7,236 13.7 2,034 12.3 3,282 8.6 423 3.7

 ストレージネットワーク 1,359 2.6 41 0.3 1,362 3.6 73 0.6

 ブロードバンドインフラ 1,174 2.2 285 1.7 1,010 2.6 300 2.6

 ネットワークインフラ 24,495 46.2 5,474 33.2 19,200 50.1 4,961 43.2

サポートサービス 11,179 21.1 4,697 28.5 11,228 29.3 4,523 39.4

合　　計 52,946 100.0 16,489 100.0 38,294 100.0 11,482 100.0

（ソリューション別売上高） （単位：百万円）

区　　分
平成19年
３月期

　 平成20年
３月期

　
増　減

　

割合(％) 割合(％) 増減率(％)

ネットワークインテグレーションサービス 40,767 79.2 31,898 73.7 △8,868 △21.8

 ＩＰテレフォニー／ＩＰコミュニケーション 7,808 15.2 4,964 11.5 △2,843 △36.4

 ネットワークセキュリティ 6,733 13.1 4,894 11.3 △1,839 △27.3

 ストレージネットワーク 1,357 2.6 1,331 3.1 △26 △2.0

 ブロードバンドインフラ 1,032 2.0 995 2.3 △37 △3.7

 ネットワークインフラ 23,834 46.3 19,713 45.5 △4,121 △17.3

サポートサービス 10,704 20.8 11,402 26.3 698 6.5

合　　計 51,471 100.0 43,301 100.0 △8,170 △15.9

(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比ベ20億87百万

円減少し、7億35百万円（前連結会計年度末は28億23百万円）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度末における営業活動による資金の減少は3億80百万円（前連結会計年度は15億86百万円の減少）と

なりました。これは主に、未払金の減少等によるその他の資金の減少額39億37百万円、仕入債務の減少額12億円、税

金等調整前当期純損失11億87百万円等の資金減少と、売上債権の減少額25億62百万円、たな卸資産の減少額16億96

百万円、投資有価証券評価損12億22百万円、減価償却費8億63百万円等の資金増加によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動による資金の増加は91百万円（前連結会計年度は14億98百万円の減少）となり

ました。これは主に、保守用機器のリース転用等の固定資産売却による収入5億64百万円、VOD事業譲渡及び資産譲

渡に伴う収入4億53百万円、子会社株式の売却収入2億49百万円等の資金増加と、新規商材機器、保守用備品、業務・

事業用ソフトウエア等の設備投資に関する支出11億67百万円等の資金減少によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は17億93百万円（前連結会計年度は37億61百万円の増加）と

なりました。これは主に、短期借入金の純減額32億82百万円等の資金減少と、株式発行による収入14億93百万円の資

金増加によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）仕入実績

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

ネットワークシステムソリューション

事業（百万円）
30,134 74.7

合計（百万円） 30,134 74.7

　（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。

２．上記の金額には外注費等が含まれております。

(2）受注状況

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比（％）

ネットワークシステムソリューション

事業
38,294 72.3 11,482 69.6

 
ネットワークインテグレーション

サービス
27,066 64.8 6,958 59.0

 サポートサービス 11,228 100.4 4,523 96.3

合計 38,294 72.3 11,482 69.6

（注）金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

ネットワークシステムソリューション

事業（百万円）
43,301 84.1

 
ネットワークインテグレーション

サービス（百万円）
31,898 78.2

 サポートサービス（百万円） 11,402 106.5

合計（百万円） 43,301 84.1

　（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。

２．主要な相手先別の販売実績は、総販売実績に対する割合が100分の10未満のため記載しておりません。

３．前連結会計年度及び当連結会計年度における業種別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割

合は次のとおりであります。

業種

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

売上高（百万円） 割合（％） 売上高（百万円） 割合（％）

製造業 8,985 17.5 5,060 11.7

電力 826 1.6 365 0.9

システムインテグレータ 13,643 26.5 10,881 25.1

通信 4,494 8.7 4,421 10.2

自動車 3,724 7.2 4,084 9.4

官公庁 3,121 6.1 3,739 8.6

金融 5,464 10.6 5,630 13.0

流通・サービス 4,413 8.6 2,826 6.5

私立学校 2,267 4.4 3,016 7.0

その他 4,530 8.8 3,274 7.6

合計 51,471 100.0 43,301 100.0
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３【対処すべき課題】
当社は会社設立以来、事業領域の拡大と成長性を最優先課題として取り組んでまいりましたが、数年前より競争激化
に伴う売上の伸び悩みから、業績低迷を余儀なくされる状況になっております。このような厳しい状況にある中で、適
正利益を確保できる体制を確立すべく、全社プロジェクト「NEP10（Netmarks Evolution Plan 2010）」を立ち上げ、社
員一丸となった改革に取り組んでおります。
一方、平成19年10月２日付で公表した「循環取引に伴う過年度決算訂正に対する改善報告書」における再発防止に向
けた改善措置を始めとした内部統制確立に向けた取り組みを行っております。
このような課題認識のもと、業績回復に向けた道筋を確かなものにすべく、次の施策に取り組んでまいります。

(1) 選択と集中による有望市場、成長ソリューション分野の体制強化

当社の強みと市場動向を分析し、今後成長が期待できる分野への営業・技術両面での人員再配置と教育等の充実に

より、営業体制を強化してまいります。併せて、販売パートナーの開拓や販売提携先との各種ソリューションセミ

ナーの共同開催等、販売支援策も強化してまいります。 

(2) 日本ユニシスグループとの業務提携強化

当社は、日本ユニシス㈱による当社株式の公開買付けの成立に伴い、平成19年６月７日付で日本ユニシスグループ

の一員となりました。これに伴い、同グループ各社との連携を深め戦略を共有するという事業方針に基づき、システ

ムインテグレーション及びネットワークインテグレーションの両事業における業務提携を決定いたしました。

当該業務提携は、当社の喫緊の経営課題である収益の回復を実現するために、現状のネットワーク機器販売を中心

とした事業モデルを変革するための大きな力となるものであります。今後、当社におきましては企業価値の向上を

第一義として、(a)上位システムを含めたソリューション及び提案力の強化 (b)相互顧客基盤へのクロスセルによる

事業機会の拡大 (c)保守や購買機能等のスケールメリット実現によるコスト削減 (d)人材育成強化による技術力・

営業力の向上等を最優先に、日本ユニシスグループ各社との連携強化に鋭意取り組んでまいります。

(3) プロジェクト管理の強化と技術者の育成

システム構築において追加工数による不採算プロジェクトの発生を回避するため、提案段階からプロジェクトマネ

ジメント力の強化に努めてまいります。又、この実現に向けて、経験、技術力を備えた技術者やプロジェクトマネー

ジャーを計画的に育成するとともに、大手ベンダーの最先端の認定資格の取得を推進し、高度な技術の習得に努め

てまいります。

(4) コンプライアンス強化と内部統制システムの構築

コンプライアンス意識の徹底に向けた社内体制の充実とともに、内部牽制機能の強化、社内の仕組みの改善に取り

組んでまいります。又、平成21年３月期から適用される金融商品取引法対応に向け、財務報告に係る内部統制システ

ムの構築についても監査法人との調整を諮りながら、進めてまいります。
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４【事業等のリスク】

当社グループの業績は、今後発生しうる様々なリスク要因により影響を受ける可能性があり、以下に当社グループが

事業を推進していく上で経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性のある主なリスク要因として、本有価証券報告

書提出日現在において考えられるものを記載しております。

(1) 企業のＩＴ投資について

当社グループの事業は、企業のＩＴ投資動向に左右されるため、企業の投資意欲が減退し需要が低迷した場合には、

当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。このため、当社グループでは、新規分野や新規顧客の開拓を積

極的に推進して、特定顧客、特定業種への依存を是正し、業績への影響を軽減するよう努めております。

(2) 競合先と新製品開拓について

当社グループは、常に競争力のある新製品の発掘に努めておりますが、既存製品から新製品へスムーズに移行でき

なかった場合や競合先による優れたシステムやサービスが当社グループに先駆けて市場に提供された場合、並びに

競合先との価格・サービス競争が激化した場合には、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。

(3) 業績の季節変動性について

当社が提供するソリューション及びサービスは、ネットワークシステムのコンサルティングから設計、構築、運用・

保守等に至るまでの総合的なサービス提供であり、主として企業による情報関連投資がその対象となります。多く

の企業が事業年度を４月から３月までと定めていることから、当社の売上高は中間期である９月及び特に期末であ

る３月にかけて集中する傾向があります。このため、当初想定していなかった商談の失注・成約遅れが発生した場

合や納期の遅れ、お客様の検収遅れが発生した場合、さらにお客様の設備投資の実行計画が次期にずれ込んだ場合

には、業績に影響が及ぶ可能性があります。

(4) 情報漏洩に関するリスクについて

当社グループは、事業の性格上お客様の個人情報を取扱う場合があり、厳重な管理体制をとっております。しかしな

がら、万が一の予期せぬ事態による流出に対応するため、一定額までの保険を付保しておりますが、それ以上の多額

の対応費用を要したり、社会的信用の失墜により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(5) 為替変動について

当社は、為替予約取引を利用して海外製品の輸入取引に関わる為替相場の変動リスクの軽減に努めておりますが、

変動リスクを全て排除することは不可能であります。従って、外国通貨に対し円安傾向となった場合は、円換算した

仕入価格が上昇することとなり、当社の業績に影響が及ぶ可能性があります。

(6) 在庫リスクについて

当社は、きめ細かな発注管理により在庫を必要最小限にし、陳腐化リスクを回避するよう努めておりますが、市場の

変化、顧客事情等により販売予測が変動した場合、当社の業績に影響が及ぶ可能性があります。

(7) 投資先の業績の悪化に伴う影響について

当社が保有する投資有価証券には、関係会社、取引先等の公開及び非公開株式が含まれており、投資先企業の業績や

財政状態の悪化による下落リスクが内在しております。今後、当該投資先の業績が悪化し、当該株式の市場価格又は

実質価額が著しく下落した場合には、当社の業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(8) 有利子負債依存度と金利の上昇について

当社グループの運転・設備資金は、親会社である日本ユニシス㈱及び金融機関からの借入に依存しており、総資産

に対する有利子負債の比率が高くなっておりますが、その大部分は固定金利で調達していることから、金利の変動

による業績への影響は限定的と考えております。但し、今後、借入金の増加や大幅な金利上昇があれば、当社グルー

プの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループの直近３年間の有利子負債残高並びに総資産に占める割合は下表のとおりであります。

　 （単位：百万円）

 平成18年３月期
　

平成19年３月期
　

平成20年３月期
　

構成比(％) 構成比(％) 構成比(％)

有利子負債残高 7,780 26.1 11,800 41.8 8,517 46.5

総資産 29,833 100.0 28,256 100.0 18,321 100.0

(9) 人材の確保について

当社グループは、高度化・多様化するお客様のニーズに迅速かつ的確に対応するために、優秀な技術者等の確保が
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重要と認識しております。当社グループでは社員教育と技術研修を通じて人材育成に努めておりますが、当社グ

ループが必要とする優秀な技術者等が確保できない場合、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。

(10) 減損会計適用による影響

固定資産の減損会計適用に伴い、当社グループの業績及び財政状態に影響が及ぶ可能性があります。

(11) 不採算プロジェクトの発生について

当社グループは、システム構築において納入後の不具合、仕様変更に伴う工数の追加により採算が悪化した場合、当

社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。当社グループでは不採算プロジェクトの発生を回避するため

に、提案力強化に加え、引合い・見積り・受注段階からのプロジェクトマネジメント力の強化に努めてまいります。

(12) 復配について

当社は今後、欠損金について早期の解消を目指してまいりますが、当社の事業が計画どおり進展しなかった場合に

は、復配につき長期間を要する可能性があります。

(13) 訴訟提起について

当社は、既に公表のとおり㈱デジタルデザインとの訴訟において、同社が当社に対して損害賠償（13億17百万円及

び遅延損害金）、売買代金相当額返還（11億89百万円及び遅延損害金）又は不当利得返還（12億58百万円及び遅延

損害金、11億89百万円及び遅延損害金）を予備的に求める訴えを提起したのに対し、当社は同社に対し未回収の売

買代金等（11億4百万円及び遅延損害金）の支払いを求める反訴を提起し、現在係争中であります。又、本件に関連

してニスコム㈱から提訴を受けました請負代金請求（42百万円及び遅延損害金）の件につきましても、本件に併合

され、係争中であります。

当社としましては、債権の保全・回収及び損失の回避に向けて最大限の努力をしてまいりますが、現時点におきま

しては、当社の業績に与える影響を予測することは困難と考えております。仮に両社の当社に対する損害賠償請求

等が認容された場合には、認容額と同額の損失が新たに発生する見込みであります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1) 販売代理店契約

当社グループは、下記の仕入先をはじめとして主要仕入先と仕入に関する基本契約（販売代理店契約）を締結して

おります。

契約先 契約形態 契約期間 契約内容

シスコシステムズ㈱

（現シスコシステムズ合同会社）
販売代理店契約

平成19年８月１日から

平成21年７月31日まで

日本国内でのCisco Systems Inc.製品の販

売及びメンテナンス・サポート契約

（注）同社との契約は、契約期間の終了毎に契約内容を改定の上、更新することとなっております。

(2) 事業譲渡契約

当社は、平成19年11月15日開催の取締役会において、当社のビデオ・オン・デマンド事業を㈱クーレボ及びエフ

ビットコミュニケーションズ㈱に対し譲渡することを決議し、平成19年11月27日迄に実施いたしました。

(3) 募集株式総数引受契約

当社は、平成20年１月31日開催の取締役会において、親会社である日本ユニシス㈱を割当先とする第三者割当によ

る新株式の発行を決議し、平成20年２月18日付で払込が完了いたしました。

(4) 保守委託契約

当社は、平成20年３月25日開催の取締役会において、日本ユニシスグループ各社との連携強化の一環として、日本ユ

ニシス㈱の100％子会社であるユニアデックス㈱と平成20年４月１日付にて保守委託契約を締結することを決議い

たしました。

(5) 吸収合併契約

当社は、平成20年４月25日開催の取締役会において、平成20年７月１日をもって、連結子会社㈱ネットマークスサ

ポートアンドサービスを簡易合併の手続きにより吸収合併することを決議いたしました。詳細は、「第５ 経理の状

況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表（２ 財務諸表等 (1) 財務諸表）注記事項（重要な後発事象）」に記載の

とおりであります。

(6) 株式譲渡契約

当社は、平成20年４月25日開催の取締役会において、連結子会社エス・アンド・アイ㈱の全株式を売却することを

決議し、平成20年５月１日をもって売却いたしました。詳細は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務

諸表（２ 財務諸表等 (1) 財務諸表）注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。
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６【研究開発活動】

当社グループにおける研究開発活動は、事業基盤強化と営業支援活動の一環として、マーケットを重視した新製品開

拓と新サービスの開発を基本方針としております。

当連結会計年度における主な活動内容としては、次のとおりであります。

内部統制関連ビジネスの拡大を背景に、当社は、㈱オービックビジネスコンサルタントの「奉行シリーズ」に連携し
た「SecureSuiteXS for 奉行」を開発しました。同製品により、ユーザのWindows PCへのログオンと連携し、「奉行シ
リーズ」へのID／パスワードが自動入力され、ログオンにはICカードと指紋認証が利用できるため、セキュリティレ
ベルの高い個人認証を可能にしています。又、当社は、「Citrix Presentation Server」上で動作するアプリケーションの認
証にソニー製非接触ICカード技術方式「FeliCa」を活用するためのソフトウエア「SecureSuiteCX」を開発しました。 
同製品により、「Citrix Presentation Server」上で動作するアプリケーションの認証に、学生証や社員証など様々なIDに
使用されている「FeliCa」を使えることで、より強固なセキュリティを実現させることができます。
又、当社は、日本ユニシスグループとして、グループ内におけるICT基盤構築ビジネスで連携の強化を進めており、その
一環として、企業のワークスタイル変革を目指す新コンセプト「PowerWorkPlaceTM（パワーワークプレイス）」を日
本ユニシス㈱及びユニアデックス㈱と共同で立ち上げました。これは、ビジネスの生産性向上に寄与するべく、理想的
なワークスタイルを実現する基盤の提供を目指していくものです。当社が先駆的な位置にあるユニファイドコミュニ
ケーションと、ユニアデックス㈱が市場をリードするモバイル分野での技術の組み合わせ、ソリューション／サービ
スの開発により、お客様への最適な情報活用とコミュニケーション手段を提供していくことを目指しております。

サービス分野では、Web2.0技術を取り入れたコミュニケーションツールをSaaS型のサービスとして提供する「

PeacePlanetメール2.0サービス」を開発しました。本サービスは、米国Zimbra社のWeb2.0型コラボレーションソフトウ

エアをベースとしており、電子メールやスケジュール管理、文書管理をインターネット上でWebブラウザから利用でき

る環境を提供いたします。又、SaaS型サービスのため、ユーザは自社内に電子メールやグループウエアシステムを保有

する必要がなく、又、当社が24時間365日体制で運用管理するため、PCの紛失や盗難などによる情報漏洩を防止できま

す。

これらの開発活動に加え、継続的な新製品開拓と新規ソリューションの開発活動の結果、当連結会計年度の研究開発
費の総額は2億70百万円となりました。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

（財政状態の分析）

(1）資産、負債及び純資産の状況

（流動資産）

当連結会計年度末における流動資産の残高は、150億67百万円（前連結会計年度末は232億25百万円）となり、81億
57百万円減少しました。
その増減の主なものは、売掛金回収促進並びに期末売上の減少による受取手形及び売掛金の減少（34億65百万

円）、現金及び預金の減少（20億87百万円）、たな卸資産の減少（17億16百万円）であります。

（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産の残高は、32億53百万円（前連結会計年度末は50億31百万円）となり、17億78
百万円減少しました。
その増減の主なものは、評価差額を計上した投資有価証券の減少等による投資その他の資産の減少（7億92百万
円）、VOD事業譲渡等による有形固定資産の減少（6億26百万円）及び無形固定資産の減少（3億58百万円）であり
ます。

（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債の残高は、118億18百万円（前連結会計年度末は209億16百万円）となり、90億
97百万円減少しました。
その増減の主なものは、短期借入金の減少（59億50百万円）、未払金の減少（32億68百万円）、支払手形及び買掛金

の減少（15億80百万円）、未払費用の減少（11億28百万円）、関係会社短期借入金の増加（26億67百万円）、１年以

内返済長期借入金の増加（8億円）であります。

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債の残高は、54億73百万円（前連結会計年度末は63億94百万円）となり、9億20百
万円減少しました。

その増減の主なものは、長期借入金の減少（8億円）であります。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産から少数株主持分を除いた自己資本の残高は、8億62百万円（前連結会計年度末
は△97百万円）となり、9億60百万円増加しました。
その増減の主なものは、株式発行による資本金及び資本剰余金の増加（14億99百万円）、当期純損失（11億77百万

円）、その他有価証券評価差額金の増加（6億31百万円）であります。

(2）キャッシュ・フローの状況
当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ20億87百万円減少し、7億35百万円とな
りました。
営業活動によるキャッシュ・フローは、未払金の減少等によるその他の資金の減少、税金等調整前当期純損失の計
上、売上債権及び仕入債務の減少、たな卸資産の減少、投資有価証券評価損の計上等により3億80百万円の減少とな
りました。投資活動によるキャッシュ・フローは、保守用機器のリース転用等の固定資産売却収入、VOD事業譲渡及
び資産譲渡に伴う収入、子会社株式の売却収入、設備投資に関する支出等により91百万円の増加となりました。又、
財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済と株式発行による収入等により17億93百万円の減少とな
りました。

(3）資金需要

当社グループの資金需要のうち主なものは、恒常的な設備及び投資資金と、製品仕入、外注費、販売費及び一般管理

費等の営業費用に充当するための運転資金であります。

(4）財務政策

当社グループはグループ企業の資金の集中管理を行い、資金効率を高めることにより、グループ全体の有利子負債

の削減を図るなど、使用資本の圧縮と有効活用を積極的に推進しております。又、当社は日本ユニシス㈱と極度貸付

契約を締結、日本ユニシスグループキャッシュマネジメントサービスを利用することにより運転資金を調達してお

ります。
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当社グループの所要資金の手当てにつきましては、内部資金又は日本ユニシス㈱及び金融機関からの借入によるこ

とにしております。

（経営成績の分析）

(1）売上高
当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ81億70百万円減少し、433億1百万円（前年同期比15.9％減）とな
りました。
ネットワークインテグレーションサービスは、スターネット㈱の連結除外の影響、大型システム案件の導入時期の
延期、採算性を重視した選別受注の実施、連結子会社におけるパートナー売上の減少等により、売上高は318億98百
万円（同21.8％減）となりました。一方、サポートサービスは、システム保守の増加、ヘルプデスクサービスの増加、
アウトソーシングサービスにおける内部統制対策ソリューション関連サービスの増加等により、売上高は114億2百
万円（同6.5％増）と堅調に推移しました。
なお、ソリューション別の売上高の分析は、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1) 業績」の項目をご参照下さい。

(2）売上原価、売上総利益
当連結会計年度の売上原価は、335億41百万円と前連結会計年度に比べ75億73百万円減少し、売上高に対する比率は
77.5％と前連結会計年度に比べ2.4ポイント低下しました。
原価率の低下は主に、仕入コストの低減、外注原価の内製化、採算性を重視した案件の絞り込み等によるものであり
ます。その結果、売上総利益はスターネット㈱の連結除外の影響もあり、5億96百万円減少し、97億59百万円（同5.8％
減）となりました。売上高総利益率は22.5％と前連結会計年度に比べ2.4ポイント上昇しました。

(3）販売費及び一般管理費、営業利益
当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ29億99百万円減少し、92億9百万円（同24.6％
減）となりました。
これは主に、スターネット㈱の連結除外の影響、中途採用の抑制等による人員減、経費の費消効率化等によるもので
あります。この結果、営業利益は5億50百万円（前期は18億51百万円の営業損失）となりました。

(4）営業外収益・営業外費用、経常利益
当連結会計年度において、営業外収益を37百万円、営業外費用を4億42百万円計上しました。
営業外収益の主なものとして、受取利息及び受取配当金15百万円、投資組合出資利益11百万円を計上しております。
又、営業外費用の主なものとして、たな卸資産評価損1億72百万円、支払利息1億58百万円、持分法による投資損失48
百万円を計上しております。この結果、経常利益は1億45百万円（前期は23億21百万円の経常損失）となりました。

(5）特別利益・特別損失、税金等調整前当期純利益
当連結会計年度において、特別利益を3億37百万円、特別損失を16億71百万円計上しました。
特別利益の主なとして、子会社株式売却益1億96百万円、役員退職慰労引当金戻入益94百万円、退職給付引当金戻入
益44百万円を計上しております。又、特別損失の主なものとして、投資有価証券評価損12億22百万円、事務所移転費
用引当金繰入2億14百万円、過年度退職給付費用67百万円、関係会社出資金評価損63百万円、固定資産除却損38百万
円を計上しております。この結果、税金等調整前当期純損失は11億87百万円（前期は39億25百万円の税金等調整前
当期純損失）となりました。

(6）法人税・住民税及び事業税、法人税等調整額

当連結会計年度において、法人税等を4百万円（前年同期比99.3％減）計上しました。税金等調整前当期純利益に対

する法人税等の負担率については、税金等調整前当期純損失のため、記載を省略いたします。

(7）少数株主利益
当連結会計年度における少数株主損失は、エス・アンド・アイ㈱の少数株主に帰属する損失であり、15百万円を計
上しました。

(8）当期純利益
当連結会計年度の当期純損失は、11億77百万円（前期は47億65百万円の当期純損失）となり、１株当たり当期純損
失金額は、6,288円36銭（前期は27,521円99銭の１株当たり当期純損失）となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループの当連結会計年度における設備投資は、総額1,140百万円（前連結会計年度は1,743百万円）であり、その

主なものは、新規商材機器、保守用備品等の更新設備並びに事業用ソフトウエアであります。

なお、当連結会計年度における主要な設備の売却は、次のとおりであります。

(1）提出会社

当社は、ビデオ・オン・デマンド事業の事業譲渡に伴い、当該事業に係る設備を下記のとおり売却しております。

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
帳簿価額（百万円）

建物及び構築物 器具及び備品 ソフトウエア等 合計

本　社

(東京都港区)

ネットワークシ

ステムソリュー

ション事業

ビデオ・オン・

デマンド事業用

設備

86 131 15 234

(2）国内子会社

連結子会社は下記の設備をリース会社へ売却し、別途リース契約を締結するリースバック取引を行い、資産の効率

化を図りました。

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
帳簿価額（百万円）

器具及び備品

㈱ネットマークスサポー

トアンドサービス

本　社

（東京都江東区）

ネットワークシステム

ソリューション事業
保守用備品 564

　（注）上記資産に係る年間リース料総額は、107百万円であります。

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社
　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物

（附属設備）
器具及び備品 ソフトウエア 合計

本社

（東京都港区）

ネットワークシステム

ソリューション事業

建物附属設備

業務用ＯＡ設備

評価測定機器

(5,256.39㎡)

114 661 370 1,145 391

西日本支社

（大阪市中央区）

ネットワークシステム

ソリューション事業

建物附属設備

業務用ＯＡ設備

評価測定機器

(1,573.82㎡)

21 22 3 46 48

中部支社

（名古屋市中区）

ネットワークシステム

ソリューション事業

建物附属設備

業務用ＯＡ設備

評価測定機器

(794.25㎡)

9 11 0 21 31

営業所

（福岡市博多区他）

ネットワークシステム

ソリューション事業

建物附属設備

業務用ＯＡ設備

評価測定機器

(851.46㎡)

6 6 0 12 30

品質管理センター

（東京都大田区）

ネットワークシステム

ソリューション事業

　

品質検査設備

　

(2,993.66㎡)

7 14 0 22 10

　（注）１．金額には消費税等を含んでおりません。

２．上記の営業所には全国各地の６営業所を含めております。

３．建物（　）内は賃借中の面積であり、連結子会社（㈱ネットマークスサポートアンドサービス）へ転貸して

いるもの（265.58㎡）を含んでおります。又、当期支払賃借料は638百万円であります。

４．上記の他、業務用ＯＡ設備及び評価測定機器等をリースにより使用しており、当期支払リース料は58百万円

であります。
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(2）国内子会社
　 平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物

（附属設備）
機械装置

器具及び
備品

ソフト
ウエア

合計

㈱ネットマーク

スサポートアン

ドサービス

本社

(東京都江東区)

ネットワークシ

ステムソリュー

ション事業

建物附属設備

業務用ＯＡ設備

評価測定機器

保守用備品

(2,772.06㎡)

98 － 269 220 588 65

エス・アンド・

アイ㈱

本社

(東京都中央区)

他３営業所

ネットワークシ

ステムソリュー

ション事業

建物附属設備

業務用ＯＡ設備

(2,855.92㎡)

24 － 71 131 227 181

　（注）１．金額には消費税等を含んでおりません。

２．建物（　）内は賃借中の面積であり、㈱ネットマークスサポートアンドサービスについては、提出会社から賃

借しているもの（265.58㎡）を含んでおります。

３．上記の他、保守用備品、業務用ＯＡ設備及び評価測定機器等をリースにより使用しております。

４．当期中に賃借した建物に係る当期支払賃借料及びリース資産に係る当期支払リース料は次のとおりであり

ます。

会社名 当期支払賃借料（百万円） 当期支払リース料（百万円）

㈱ネットマークスサポートアンドサービス 209 373

エス・アンド・アイ㈱ 166 40

３【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、業績見込、投資効率、業界動向などを総合的に勘案して当社及び連結子会社が個

別に策定しており、その所要資金については、自己資金又は借入金等を充当する予定であります。

平成20年３月末までの重要な設備の新設及び除却の計画の内訳は以下のとおりであります。

(1）重要な設備の新設
　 平成20年３月31日現在

会社名 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月
完成後
増加能力総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了

当社

新規商材検証設備、運用支援セ

ンター設備、保守用機材、業務用

設備他

1,230 －
自己資金、

ファイナンス

リース及び借

入金

平成20年4月　 平成21年3月　 －

㈱ネットマークスサ

ポートアンドサービス
業務用設備他 46 － 平成20年4月　 平成20年6月　 －

合計 1,276 － － － － －

　（注）１．上記金額には消費税等を含んでおりません。

２．上記設備計画による生産能力の増加については、当社グループの事業の性格上、生産能力を測定することが

困難であるため記載しておりません。

(2）重要な設備の除却

当連結会計年度末現在における重要な設備の除却の予定は、当社の本社移転に伴う固定資産の除却であります。こ

れに伴う除却費用は合計で94百万円を予定し、当連結会計年度において事務所移転費用引当金に含め計上しており

ます。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 512,000

計 512,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 264,884 264,884
東京証券取引所

市場第二部
（注）１

計 264,884 264,884 － －

（注）１．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２．当社株式は、平成19年８月３日より東京証券取引所市場第一部から市場第二部へ指定替えになっておりま

す。
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(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①平成14年６月28日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 39 39

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 624 （注）１、２ 624 （注）１、２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,625 （注）３ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成16年７月１日

至　平成22年３月31日
（注）４ 同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　50,625

資本組入額　25,313
（注）３ 同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、権利行使時に

おいて当社の取締役、監査役、

従業員の地位を保有している

ことを要する。但し、任期満了

による退任及び定年退職等一

定の事由に該当する場合には、

この限りでない。

②新株予約権の行使に関するそ

の他の条件については、株主総

会及び取締役会決議に基づき、

当社と新株予約権者との間で

締結する新株予約権付与契約

に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡、質入、その

他一切の処分は認めない。

新株予約権者が死亡した場合、

その相続人は新株予約権を相

続しない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－ －

　（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から既に発行した株数及び従業員の

退職等により消滅した新株予約権の権利行使株数を減じた数のことであります。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整され

ます。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

（１株未満の株式は切り捨てる）

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、払込金額は次の算式により調整されます。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

４．権利行使期間には、一定の停止条件による新株予約権の権利行使の禁止期間が定められております。
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②平成15年６月30日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 88 88

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 352 （注）１、２ 352 （注）１、２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 111,250 （注）３ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成17年７月１日

至　平成22年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 111,250

資本組入額　55,625
（注）３ 同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、権利行使時に

おいて当社の取締役、監査役、

従業員の地位を保有している

ことを要する。但し、任期満了

による退任及び定年退職等一

定の事由に該当する場合には、

この限りでない。

②新株予約権の行使に関するそ

の他の条件については、株主総

会及び取締役会決議に基づき、

当社と新株予約権者との間で

締結する新株予約権割当契約

に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、

取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－ －

　（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から既に発行した株数及び従業員の

退職等により消滅した新株予約権の権利行使株数を減じた数のことであります。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整され

ます。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

（１株未満の株式は切り捨てる）

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げます。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

又、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）するときは、

次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。

調整後
＝

調整前
×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

１株当たりの時価

払込金額 払込金額 既発行株式数　＋　新規発行株式数

③平成16年６月24日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 24 24

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －
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事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 48 （注）１、２ 48 （注）１、２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 335,261 （注）３ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日

至　平成23年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　335,261

資本組入額　167,631
（注）３ 同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、権利行使時に

おいて当社又は当社の関係会

社の取締役、監査役、従業員の

地位を保有していることを要

する。但し、任期満了による退

任及び定年退職等一定の事由

に該当する場合には、この限り

でない。

②新株予約権の行使に関するそ

の他の条件については、株主総

会及び取締役会決議に基づき、

当社と新株予約権者との間で

締結する新株予約権割当契約

に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、

取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－ －

　（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から既に発行した株数及び従業員の

退職等により消滅した新株予約権の権利行使株数を減じた数のことであります。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整され

ます。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

（１株未満の株式は切り捨てる）

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げます。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

又、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）するときは、

次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。

調整後
＝

調整前
×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

１株当たりの時価

払込金額 払込金額 既発行株式数　＋　新規発行株式数

④平成17年６月24日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 500 500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 500 （注）１、２ 500 （注）１、２
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事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 328,030 （注）３ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年７月１日

至　平成24年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　328,030

資本組入額　164,015
（注）３ 同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、権利行使時に

おいて当社又は当社の関係会

社の取締役、監査役、従業員の

地位を保有していることを要

する。但し、任期満了による退

任及び定年退職等一定の事由

に該当する場合には、この限り

でない。

②新株予約権の行使に関するそ

の他の条件については、株主総

会及び取締役会決議に基づき、

当社と新株予約権者との間で

締結する新株予約権割当契約

に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、

取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－ －

　（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から既に発行した株数及び従業員の

退職等により消滅した新株予約権の権利行使株数を減じた数のことであります。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整され

ます。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

（１株未満の株式は切り捨てる）

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げます。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

又、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）するときは、

次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。

調整後
＝

調整前
×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

１株当たりの時価

払込金額 払込金額 既発行株式数　＋　新規発行株式数
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成15年６月12日

（注）１
4,500 38,640 156 1,372 266 481

平成16年５月20日

（注）２
38,640 77,280 － 1,372 － 481

平成16年６月24日～

平成16年９月28日

（注）３

2,758 80,038 86 1,459 86 568

平成16年10月８日～

平成16年11月９日

（注）３

292 80,330 6 1,465 6 575

平成16年11月19日

（注）４
80,038 160,368 － 1,465 － 575

平成16年11月26日～

平成16年12月８日

（注）３

224 160,592 3 1,469 3 578

平成16年12月16日

（注）５
10,000 170,592 1,411 2,880 1,411 1,989

平成16年12月27日～

平成17年３月23日

（注）３

1,777 172,369 39 2,919 39 2,028

平成17年４月１日～

平成18年３月31日

（注）３

2,479 174,848 51 2,970 51 2,080

平成20年２月18日

（注）６
90,036 264,884 749 3,720 749 2,830

　（注）１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行株数 4,500株、発行価格 100,000円、引受価額 94,000円

発行価額 69,700円、資本組入額 34,850円、払込金総額 423百万円

２．株式分割（１：２）

３．ストックオプションの権利行使

４．株式分割（１：２）

５．有償一般募集

発行株数 10,000株、発行価格 282,270円、資本組入額 141,135円

６．有償第三者割当増資 

発行株数 90,036株、発行価格 16,660円、資本組入額 8,330円

割当先：日本ユニシス㈱
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(5) 【所有者別状況】
　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況

端株の状況
（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 4 12 55 17 3 4,067 4,158 －

所有株式数

（株）
－ 2,235 1,038 221,610 991 5 39,005 264,884 －

所有株式数の

割合（％）
－ 0.85 0.39 83.65 0.38 0.00 14.73 100.00 －

（注）１．自己株式1,476株は、「個人その他」に含めて記載しております。
２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10株含まれております。

(6) 【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

日本ユニシス株式会社 東京都江東区豊洲1丁目1-1 205,945 77.75

住友電気工業株式会社 大阪府大阪市中央区北浜4丁目5-33 10,491 3.96

ネットマークス従業員持株会 東京都港区元赤坂1丁目3-12 2,885 1.09

資産管理サービス信託銀行株式会社

（証券投資信託口）
東京都中央区晴海1丁目8-12 2,028 0.77

ＴＩＳ株式会社 東京都港区海岸1丁目14-5 1,600 0.60

リコーテクノシステムズ株式会社 東京都台東区浅草橋5丁目20-8 800 0.30

株式会社テリロジー 東京都千代田区九段北1丁目13-5 800 0.30

佐藤　昭雄 神奈川県藤沢市 778 0.29

藤井　博三 大阪府泉南郡熊取町 555 0.21

シービーエヌワイディエフエイ

インベストトラストカンパニージャパン　

スモールカンパニーシリーズ

1299 OCEAN AVENUE, 11F,

SANTA MONICA, CA 90401 USA
523 0.20

（常任代理人　シティバンク銀行株式会社　

証券業務部）

（東京都品川区東品川2丁目3-14）

計  226,405 85.47

（注）１．上記の他、自己株式が1476株（0.56％）あります。

　　　　２．資産管理サービス信託銀行株式会社の所有株式数は、信託業務に係る株式数であります。

３．前事業年度末現在主要株主であった住友電気工業株式会社は、当事業年度末では主要株主ではなくなりまし

た。

４．前事業年度末現在主要株主でなかった日本ユニシス株式会社は、当事業年度末では主要株主となっておりま

す。
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(7) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 1,476 －
権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　 263,408 263,398 同上

端株 － － －

発行済株式総数 264,884 － －

総株主の議決権 － 263,398 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10株含まれております。なお、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれておりません。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ネットマークス
東京都港区元赤坂

1丁目3-12
1,476 － 1,476 0.56

計 － 1,476 － 1,476 0.56

（第三者割当等による取得者の株式等の移動状況）

平成20年２月18日第三者割当増資により発行した株式の取得者日本ユニシス株式会社から、平成20年２月18日から２

年間、当該割当新株の全部又は一部を譲渡した場合には、直ちに、譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡

日、譲渡価格、譲渡の方法等を書面により報告していただく旨の確約書を得ております。なお、当該株式について平成

20年２月18日から有価証券報告書の提出日までの間に、日本ユニシス株式会社による株式の移動は行われておりませ

ん。
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に

基づき新株予約権を発行する方法によるものであり、下記の株主総会において当社取締役及び従業員の一部に対

し新株予約権を発行することが決議されたものであります。当該制度の内容は、次のとおりであります。

（平成14年６月28日定時株主総会決議）

決議年月日 平成14年６月28日

付与対象者の区分及び人数 取締役４名、従業員52名（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 取締役に対し34株、従業員に対し140株、合計174株（注）２、３

新株予約権の行使時の払込金額 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－

　（注）１．上記決議の平成20年５月末現在の付与対象者数は、付与対象者の退職等及び権利行使により17名となってお

ります。

２．上記決議の平成20年５月末現在の新株発行予定株式数は、付与対象者の退職等及び権利行使並びに平成14年
９月30日実施の株式分割（１：４）、平成16年５月20日実施の株式分割（１：２）及び平成16年11月19日実
施の株式分割（１：２）による調整により624株となっております。

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整され

ます。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

（１株未満の株式は切り捨てる）

（平成15年６月30日定時株主総会決議）

決議年月日 平成15年６月30日

付与対象者の区分及び人数 従業員27名（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 272株（注）２、３

新株予約権の行使時の払込金額 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－

　（注）１．上記決議の平成20年５月末現在の付与対象者数は、付与対象者の退職等及び権利行使により９名となってお

ります。

２．上記決議の平成20年５月末現在の新株発行予定株式数は、付与対象者の退職等及び権利行使並びに平成16年
５月20日実施の株式分割（１：２）及び平成16年11月19日実施の株式分割（１：２）による調整により352
株となっております。
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３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整され

ます。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

（１株未満の株式は切り捨てる）

（平成16年６月24日定時株主総会決議）

決議年月日 平成16年６月24日

付与対象者の区分及び人数 執行役員２名（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 68株（注）２、３

新株予約権の行使時の払込金額 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－

　（注）１．上記決議の平成20年５月末現在の付与対象者数は、付与対象者の退職により１名となっております。
　　　　２．上記決議の平成20年５月末現在の新株発行予定株式数は、付与対象者の退職及び平成16年11月19日実施の株式分

割（１：２）による調整により48株となっております。
３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整され

ます。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

（１株未満の株式は切り捨てる）

（平成17年６月24日定時株主総会決議）

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人数 取締役１名、執行役員１名（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 取締役に対し500株、執行役員に対し88株、合計588株（注）２、３

新株予約権の行使時の払込金額 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－

（注）１．上記決議の平成20年５月末現在の付与対象者数は、付与対象者の退職により１名となっております。

２．上記決議の平成20年５月末現在の新株発行予定株式数は、付与対象者の退職により500株となっております。

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整され

ます。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

（１株未満の株式は切り捨てる）
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数
（株）

処分価額の総額
（円）

株式数
（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 1,476 － 1,476 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までのストックオプショ

ンの権利行使割当による自己株式数の減少を反映しておりません。

３【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題として認識し、配当につきましては継続的かつ安定的な配

当（中間配当と期末配当の年２回の配当）を実施することを基本方針としております。

これら剰余金の配当は、株主総会の決議にて毎年３月31日を基準日として期末配当を行い、又、定款の定めにより取締

役会の決議にて毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができるとしております。

しかしながら、当事業年度の配当につきましては当期純損失を計上したことから、誠に不本意ではございますが無配

とさせていただきます。

今後、業績の回復に速度を加え事業発展のための内部資金の確保に留意しつつ、経営環境等を総合的に勘案し、株主の

皆様のご期待に沿うよう復配に向け全力を挙げてまいります。
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４【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円）
1,050,000

□　531,000

□　405,000

345,000 196,000

80,300

810,000

□　411,000
35,600

最低（円）
271,000

□　425,000

□　330,000

159,000 70,700

28,450

402,000

□　284,000
13,500

　（注）１．当社株式は、平成15年６月12日から東京証券取引所市場第二部に上場され、平成17年３月１日をもって市場第

一部へ指定替えとなり、平成19年８月３日をもって市場第二部へ指定替えとなっております。

２．最高・最低株価は、平成17年３月１日より平成19年８月２日までは東京証券取引所市場第一部におけるもの

であり、それ以前及びそれ以後は市場第二部におけるものであります。第９期及び第12期の上段は市場第一

部、下段は市場第二部における株価であります。 

３．□印は、株式分割（平成16年３月31日現在及び平成16年９月30日現在の株主に対し１株につき２株）による

権利落ち後の最高・最低株価を示しております。 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 平成19年11月 平成19年12月 平成20年１月 平成20年２月 平成20年３月

最高（円） 29,200 29,000 25,900 24,000 17,000 15,700

最低（円） 26,400 22,050 20,000 15,600 15,400 13,500

（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長
 大橋　純 昭和20年３月20日生

昭和44年４月 日本電信電話公社入社

平成７年６月 ㈱エヌ・ティ・ティ・データ

取締役経営企画部長

平成９年６月 同社常務取締役産業システム

事業本部長

平成14年２月 ㈱エヌ・ティ・ティ・データ

システムズ代表取締役社長

平成15年１月 ㈱エヌ・ティ・ティ・データ

三洋システム代表取締役社長

平成17年６月 当社代表取締役社長（現任）

平成18年６月 ㈱ネットマークスサポートア

ンドサービス取締役（現任）

（注）３ 138

代表取締役

副社長
　 佐藤　宏 昭和26年９月26日生

昭和50年４月 住友電気工業㈱入社

平成16年６月 当社取締役執行役員ネット

ワークソリューション事業本

部長

平成17年４月 当社取締役常務執行役員公共

・パートナー事業本部長

平成18年３月 日本テレコムネットワークシ

ステムズ㈱取締役（現任）

平成19年７月 当社代表取締役副社長ソ

リューション事業本部長営業

統括

平成19年12月 当社代表取締役副社長マーケ

ティング本部長

平成20年４月 当社代表取締役副社長（現

任）

（注）３ 290

取締役専務

執行役員
社長補佐 松浦　光男 昭和27年８月６日生

昭和50年４月 三井物産㈱入社

平成９年９月 同社情報電子機械部・ソ

リューション事業部コン

ピュータ・システム営業部長

平成13年２月 Mitsui Comtek Corp.

President&CEO

平成14年４月 Mitsui Comtek Corp.

President&CEO兼米国三井物産

SVP情報産業本部長

平成16年５月 三井物産㈱情報産業本部ユニ

シス事業戦略担当部長

平成17年11月 日本ユニシス㈱経営企画部担

当役員補佐

平成18年４月 同社経営企画部・事業企画部

担当役員補佐

平成19年６月 同社執行役員経営企画部・事

業企画部担当役員補佐（現

任）

平成19年７月 当社取締役専務執行役員 社長

補佐（現任）

（注）３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役常務

執行役員
　 樋口　孝光 昭和23年２月23日生

昭和46年４月 日本ユニシス㈱入社

平成８年４月 同社Ｉ＆Ｃ営業統括部営業三

部長

平成13年７月 ユニアデックス㈱ＩＴソ

リューション事業部長

平成15年４月 同社第一事業部長

平成16年４月 同社執行役員ビジネス統括部

長

平成18年４月 同社執行役員サービス事業グ

ループ長

平成19年６月 同社執行役員

平成19年７月 当社取締役常務執行役員営業

統括補佐

平成20年４月 当社取締役常務執行役員（現

任）

（注）３ －

取締役常務

執行役員
経営企画部長 松尾　桂志 昭和32年10月17日生

昭和56年４月 日本ユニシス㈱入社

平成９年４月 同社経理部予算管理室長

平成14年１月 同社経営企画部

平成16年４月 同社人事総務企画部長

平成17年５月 同社人事総務企画部長兼経営

企画部経営企画室長

平成17年10月 同社経営企画部長兼業務部長

平成18年４月 同社経営企画部長

平成19年６月 同社経営企画部担当役員付

（現任）

平成19年７月 当社取締役常務執行役員管理

部門統括

平成20年４月 当社取締役常務執行役員経営

企画部長（現任）

（注）３ －

取締役常務

執行役員
技術本部長 鷲見　晴美 昭和23年８月18日生

昭和47年４月 住友電気工業㈱入社

平成８年１月 同社情報通信システム事業部

ネットワークインテグレー

ション部長

平成９年４月 当社ネットワーク技術統括本

部長

平成12年１月 ㈱ネットマークスサポートア

ンドサービス代表取締役社長

平成14年６月 同社代表取締役社長

当社執行役員

平成19年７月 当社取締役執行役員西日本支

社長兼中部支社長公共広域ソ

リューション部担当

平成19年11月 当社取締役執行役員技術統括

兼特定公共ソリューション部

長

㈱ネットマークスサポートア

ンドサービス代表取締役社長

（現任）

平成20年４月 当社取締役常務執行役員技術

本部長（現任）

（注）３ 468
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役  白鳥　惠治 昭和20年５月10日生

昭和44年７月 三井物産㈱入社

平成元年５月 英国三井物産㈱経理部長

平成６年８月 三井物産㈱経理部海外税務室

長

平成10年１月 同社情報産業経理部長

平成12年７月 同社機械経理部長

平成13年６月 日本ユニシス㈱代表取締役常

務取締役

平成15年６月 同社代表取締役常務執行役員

平成19年４月 同社代表取締役専務執行役員

（現任）

平成19年７月 当社取締役（現任）

（注）３ －

取締役  福永　努 昭和22年２月４日生

昭和44年４月 日本ユニシス㈱入社

平成３年４月 同社金融営業第一本部金融営

業部長

平成９年６月 同社総合企画部長

平成11年６月 同社取締役参与

平成14年６月 同社執行役員

平成15年６月 同社取締役

ユニアデックス㈱代表取締役

社長

平成17年10月 日本ユニシス㈱代表取締役常

務執行役員

平成19年４月 同社代表取締役専務執行役員

（現任）

平成19年７月 当社取締役（現任）

（注）３ －

取締役  高橋　勉 昭和23年８月12日生

昭和46年４月 日本ユニシス㈱入社

平成５年４月 同社カスタマーサービス推進

本部カスタマーサービス管理

部長

平成９年４月 ユニアデックス㈱取締役

平成17年10月 同社代表取締役社長（現任）

日本ユニシス㈱執行役員

平成19年４月 同社常務執行役員（現任）

平成19年７月 当社取締役（現任）

（注）３ －

常勤監査役  中田　幸治 昭和23年６月18日生

昭和47年４月 日本アイ・ビー・エム㈱入社

平成12年６月 日本アイ・ビー・エムIPC㈱購

買部長

平成16年８月 当社購買部長

平成19年４月 当社業務管理室長

平成19年７月 当社常勤監査役（現任）

（注）４ －

常勤監査役  平福　正民 昭和22年６月23日生

昭和46年4月 日本ユニシス㈱入社

平成10年４月 同社営業経理部二室長  

平成12年４月 同社財務部長 

平成14年６月 日本ユニシス情報システム㈱

取締役 企画管理部長 

平成16年６月 日本ユニシス㈱監査役（現

任）

平成20年６月 当社常勤監査役（現任）

（注）５ －

監査役  山内　一郎 昭和11年10月６日生

昭和34年４月 日本電信電話公社入社

昭和47年９月 同公社九州電気通信局建設部

長

昭和58年３月 同公社ニューヨーク事務所次

長

昭和63年６月 ＮＴＴインターナショナル㈱

代表取締役社長

平成７年６月 日本電話施設㈱代表取締役社

長

平成14年６月 同社相談役（現任）

平成19年７月 当社監査役（現任）

（注）６ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役  龍野　隆二 昭和24年２月15日生

昭和47年４月 日本ユニシス㈱入社

平成８年４月 同社営業経理部一室長

平成12年４月 同社営業経理部長

平成15年４月 同社経理部長

平成15年６月 同社執行役員経理部長

平成19年４月 同社常務執行役員J-SOXプロ

ジェクト部長（現任）

平成19年７月 当社監査役（現任）

（注）７ －

    計 　 896

　（注）１．取締役白鳥惠治、福永　努、高橋　勉の各氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役平福正民、山内一郎、龍野隆二の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成20年６月26日選任後、１年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結まで。

４．平成19年７月31日選任後、３年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結まで。

５．平成20年６月26日選任後、１年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結まで。

６．平成19年７月31日選任後、２年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結まで。

７．平成20年６月26日選任後、４年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結まで。

８．当社では執行役員制度を導入して取締役会の監視機能と業務執行機能を明確に分離し、取締役会の迅速な

意思決定と業務執行の監督機能の強化を図っております。

平成20年６月26日現在の執行役員は以下のとおり10名で構成されております。

取締役専務執行役員社長補佐　　　　松浦光男

取締役常務執行役員　　　　　　　　樋口孝光

取締役常務執行役員経営企画部長　　松尾桂志

取締役常務執行役員技術本部長　　　鷲見晴美

常務執行役員　　　　　　　　　　　井口　悟

常務執行役員第二事業部長　　　　　須崎宏一

執行役員営業推進部長　　　　　　　山川拓也

執行役員マーケティング本部長　　　橘　伸俊

執行役員経理部長　　　　　　　　　西川康雄

執行役員サービス推進部長　　　　　今川昌弘
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社では、企業価値の継続的な増大に向けて、透明性の高い効率的で健全な経営を実現することがコーポレートガ

バナンスの基本と考え、経営上の最も重要な課題のひとつと位置付けております。

この実現のため、コンプライアンス委員会主導のもとに管理監督機能を強化し、さらに内部統制システムの整備を

含む内部監査体制の充実を図ることにより、社内牽制機能を有効的に働かせ、社員教育を徹底するなど、コーポレー

トガバナンスが有効に機能する仕組みを推進しております。

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①会社の機関

当社は監査役制度を採用しており、取締役会と監査役会及び経営会議を設置するほか、執行役員制を導入してお

ります。

・取締役会及び経営会議

取締役会は当事業年度末現在において取締役10名及び監査役４名（内常勤監査役１名）で構成され、毎月１回

以上開催されており、重要事項等の決定や報告が行われ、４名の社外取締役による経営の監督機能強化が図ら

れております。

又、当社は業務執行機能を分離するため、執行役員制を導入し、社長及び執行役員を構成メンバーとする経営会

議において、業務執行の課題について協議し、迅速な意思決定を行っております。

・監査役会

監査役会は当事業年度末現在において監査役４名（内常勤監査役１名）で構成され、毎月１回以上開催される

とともに、監査役は取締役会に出席し、常勤監査役が経営会議、内部統制委員会等の重要な会議に出席し、取締

役の業務執行について実効ある監査を行っております。

又、社長との意見交換会を定期的に開催するほか、監査の実効性を確保するため、監査役は監査部及び会計監査

人と定期的に情報・意見を交換しております。

（当社の業務執行の体制、経営監視及び内部統制の仕組み）
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②内部統制システムの整備の状況

コンプライアンス面では以下のとおりコンプライアンス体制の充実に努めておりますが、一層強化してまいりま

す。

・当社の行動指針や具体的な禁止事項等を示したコンプライアンス・マニュアルの浸透に努めるほか、トップの

発言を通じ、法令遵守、企業倫理の維持が経営の根幹をなすものであることを徹底しております。

・社長を委員長とするコンプライアンス委員会において、グループ横断的なコンプライアンス・リスクの把握、

分析及び評価、コンプライアンス・マニュアルの作成、見直し、研修の企画・実施、具体的事例に係る原因の究

明や再発防止策の立案及びそれらのグループ内への周知徹底を行う体制としております。

・部門においては、部門特有のリスクを含め、コンプライアンス・リスクを把握、分析及び評価の上、発生防止策

を講じるものとし、コンプライアンス委員会、法務部及び監査部は連携して、そのモニタリングを行う体制とし

ております。

・社内外に設置した相談窓口制度を活用し、適切に状況の把握を行い、必要な対策をとることになっております。

③内部監査の状況

内部監査に関しましては、監査部を社長直轄の組織とし、関係会社を含め各部門に対する年間監査計画を策定し

計画的に監査を実施しております。監査に際しては、監査取組方針を定め、各年度毎に重点監査項目を決定して実

施し、監査結果は社長及び監査役に報告されております。又、監査実施後には対象部門より改善方針並びに一定期

間後に改善状況の報告を受けるなどの監査活動を実施しております。

④会計監査の状況

当社の会計監査を担当する監査法人はＫＤＡ監査法人であり、監査契約に基づき、会社法監査及び金融商品取引

法監査を受けております。

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は佐佐木敬昌氏及び園田光基氏であり、ＫＤＡ監査法人に所属してお

ります。

又、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、会計士補１名、その他５名であります。

⑤社外取締役及び社外監査役との関係

当社の社外取締役４名の内、２名は親会社である日本ユニシス㈱の代表取締役専務執行役員を兼任し、１名は日

本ユニシス㈱の常務執行役員及びその子会社であるユニアデックス㈱の代表取締役社長を兼任し、１名は当社と

の利害関係を有しておりません。

又、社外監査役は３名の内、１名は日本ユニシス㈱の常務執行役員を兼任し、１名はユニアデックス㈱の常勤監査

役を兼任し、１名は当社との利害関係を有しておりません。

当社は日本ユニシスグループ会社と緊密な連携関係を保ちながら事業を推進する方針でありますが、当社の事業

運営において日本ユニシス㈱から一定の独立性は確保されているものと認識しております

(3) リスク管理体制の整備の状況

当社グループにおいては、災害、品質、環境、情報セキュリティ、与信及び貿易管理などの全社的な主要リスクについ

ては、それぞれの担当部門にてリスクを再評価の上、リスク管理を行うこととし、部門固有のリスクについては、専

門的知見を有する管理部門や外部専門家の支援を適宜受けながらリスクの軽減等を行っております。

これらの活動は、経営企画部担当役員を委員長とするリスクマネジメント委員会が、リスクマネジメント規程等に

従い統括し、監査部及びそれぞれのリスクを所管する管理部門とも連携しながらモニタリングしております。

重大なリスクが顕在化し緊急の対応が必要な場合には、リスクマネジメント委員会が危機管理レベルの判定や対策

本部の設置等を行うこととしております。

(4) 役員報酬

当期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は次のとおりであります。

役員報酬　取締役に支払った報酬（８名） 　48百万円

 監査役に支払った報酬（２名）   ８百万円

計  　　　 （10名）　 56百万円

（注）１．上記金額のうち、社外取締役（１名）に対する役員報酬は１百万円、社外監査役（１名）に対する役

員報酬は１百万円であります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
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３．取締役の報酬限度額は、平成18年６月24日開催の第10回定時株主総会において年額150百万円以内

（但し、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成18年６月24日開催の第10回定時株主総会において年額30百万円以内と決

議いただいております。

５．上記の他、社外役員が当社親会社又は当該親会社の子会社から受けた役員としての報酬等の総額は、

社外取締役３名130百万円、社外監査役２名55百万円であります。

６．平成20年３月25日の取締役会において、平成19年度より役員退職慰労金制度を廃止することを決定し

ております。

(5) 監査報酬

当期における当社及び連結子会社の監査報酬額は次のとおりであります。

監査報酬　公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬   27百万円

（注）上記以外の業務に基づく報酬につきましては、該当ありません。

(6) 責任限定契約の内容

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役は360万円以上であらかじ

め定められた金額又は法令が定める金額のいずれか高い額、社外監査役は120万円以上であらかじめ定められた金

額又は法令が定める金額のいずれか高い額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役

又は社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

(7) 取締役の定数

当社の取締役は13名以内とする旨定款に定めております。

(8) 取締役の選任の決議

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

(9) 取締役会において決議できる株主総会決議事項

①自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定に従い、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得すること

ができる旨定款に定めております。これは、経済環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするた

めであります。

②中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議により毎

年９月30日の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主もしくは登録株式質権者に対し、中間配当を

行うことができる旨を定款に定めております。

③取締役の責任免除

当社は、取締役が期待される役割を十分に発揮することができるように、会社法第426条第１項の規定により、任

務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の

決議によって免除することができる旨を定款に定めております。

④監査役の責任免除

当社は、監査役が期待される役割を十分に発揮することができるように、会社法第426条第１項の規定により、任

務を怠ったことによる監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の

決議によって免除することができる旨を定款に定めております。

(10) 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。こ

れは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とする

ものであります。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

２．監査証明について
当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の

連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表については、あずさ監査法

人により監査を受け、又、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日か

ら平成20年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務

諸表については、ＫＤＡ監査法人により監査を受けております。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

前連結会計年度及び前事業年度　　あずさ監査法人

当連結会計年度及び当事業年度　　ＫＤＡ監査法人

EDINET提出書類

株式会社ネットマークス(E05226)

有価証券報告書

 41/109



１【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   2,823   735  

２．受取手形及び売掛金 ※２  13,232   9,767  

３．たな卸資産   5,212   3,496  

４．繰延税金資産   103   90  

５．未収入金   718   －  

６．その他   1,151   998  

７．貸倒引当金   △16   △19  

流動資産合計   23,225 82.2  15,067 82.2

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物  643   501   

減価償却累計額  196 446  219 282  

(2）機械装置及び運搬具  180   －   

減価償却累計額  143 37  － －  

(3）器具及び備品  3,753   3,277   

減価償却累計額  2,272 1,481  2,221 1,056  

有形固定資産合計   1,965 7.0  1,338 7.3

２．無形固定資産        

(1）のれん   84   40  

(2）ソフトウエア等   1,052   737  

無形固定資産合計   1,136 4.0  777 4.3

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  1,073   417  

(2）破産更生債権等   －   25  

(3）長期未収入金   1,059   1,059  

(4）繰延税金資産   90   55  

(5）その他 ※１  766   665  

(6）貸倒引当金   △1,059   △1,085  

投資その他の資産合計   1,930 6.8  1,137 6.2

固定資産合計   5,031 17.8  3,253 17.8

資産合計   28,256 100.0  18,321 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金 ※２  6,757   5,176  

２．短期借入金   5,950   －  

３．関係会社短期借入金   －   2,667  

４．１年以内返済長期借入金   －   800  

５．未払金   3,572   －  

６．未払費用   1,917   －  

７．未払法人税等   97   46  

８．前受収益   1,506   1,164  

９．事務所移転費用引当金   －   214  

10．その他   1,114   1,748  

流動負債合計   20,916 74.0  11,818 64.5

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金   5,850   5,050  

２．繰延税金負債   10   15  

３．退職給付引当金   412   383  

４．役員退職慰労引当金   117   14  

５．負ののれん   2   －  

６．その他   －   10  

固定負債合計   6,394 22.7  5,473 29.9

負債合計   27,310 96.7  17,292 94.4

　 　       

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   2,970 10.5  3,720 20.3

２．資本剰余金   2,080 7.4  2,830 15.4

３．利益剰余金   △4,144 △14.7  △5,321 △29.0

４．自己株式   △368 △1.3  △368 △2.0

　　株主資本合計   538 1.9  861 4.7

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差額金   △629 △2.2  1 0.0

２．繰延ヘッジ損益   △6 △0.0  － －

　　評価・換算差額等合計   △636 △2.2  1 0.0

Ⅲ　少数株主持分   1,044 3.6  166 0.9

純資産合計   946 3.3  1,029 5.6

負債純資産合計   28,256 100.0  18,321 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   51,471 100.0  43,301 100.0

Ⅱ　売上原価   41,114 79.9  33,541 77.5

売上総利益   10,356 20.1  9,759 22.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．広告宣伝費及び販売諸経費  943   588   

２．給与諸手当福利費  6,860   4,943   

３．退職給付費用  85   75   

４．賃借料  1,086   865   

５．業務委託料  1,503   1,311   

６．研究開発費 ※１ 129   270   

７．その他  1,597 12,208 23.7 1,153 9,209 21.2

営業利益又は営業損失（△）   △1,851 △3.6  550 1.3

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息及び受取配当金  9   15   

２．仕入割引  1   －   

３．販売報奨金  －   4   

４．負ののれん償却額  1   －   

５．投資組合出資利益  －   11   

６．その他  4 16 0.0 5 37 0.1

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  110   158   

２．たな卸資産除却損  283   －   

３．たな卸資産評価損  －   172   

４．持分法による投資損失  64   48   

５．その他  27 486 0.9 62 442 1.1

経常利益又は経常損失（△）   △2,321 △4.5  145 0.3
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１．投資有価証券売却益  2   －   

２．子会社株式売却益  －   196   

３．退職給付引当金戻入益  －   44   

４．役員退職慰労引当金戻入益  －   94   

５．その他  － 2 0.0 2 337 0.8

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※２ 110   38   

２．投資有価証券評価損  66   1,222   

３．関係会社出資金評価損  －   63   

４．事務所移転費用  －   12   

５．事務所移転費用引当金繰入  －   214   

６．貸倒引当金繰入額  1,058   －   

７．事業整理損  248   －   

８．訴訟関連費用  56   －   

９．循環取引損失  27   －   

10．過年度損益修正損  36   －   

11．過年度退職給付費用  －   67   

12．その他  2 1,605 3.1 52 1,671 3.8

税金等調整前当期純損失   3,925 △7.6  1,187 △2.7

法人税、住民税及び事業税  175   25   

法人税等調整額  547 723 1.4 △20 4 0.0

少数株主利益又は少数株主
損失（△）

  117 0.3  △15 △0.0

当期純損失   4,765 △9.3  1,177 △2.7
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

2,970 2,080 809 △467 5,393

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）   △103  △103

役員賞与（注）   △5  △5

当期純損失   △4,765  △4,765

自己株式の処分   △78 98 20

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － △4,953 98 △4,854

平成19年３月31日　残高
（百万円）

2,970 2,080 △4,144 △368 538

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

450 － 450 1,104 6,947

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）     △103

役員賞与（注）     △5

当期純損失     △4,765

自己株式の処分     20

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
（純額）

△1,079 △6 △1,086 △60 △1,146

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△1,079 △6 △1,086 △60 △6,000

平成19年３月31日　残高
（百万円）

△629 △6 △636 1,044 946

　（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

2,970 2,080 △4,144 △368 538

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 749 749   1,499

当期純損失   △1,177  △1,177
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株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

749 749 △1,177 － 322

平成20年３月31日　残高
（百万円）

3,720 2,830 △5,321 △368 861

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

△629 △6 △636 1,044 946

連結会計年度中の変動額      

新株の発行     1,499

当期純損失     △1,177

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
（純額）

631 6 637 △877 △239

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

631 6 637 △877 82

平成20年３月31日　残高
（百万円）

1 － 1 166 1,029
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純損失（△）  △3,925 △1,187

減価償却費  942 863

のれん償却額  42 43

負ののれん償却額  △1 －

貸倒引当金の増加額  1,070 29

退職給付引当金の増加額  16 15

役員退職慰労引当金の増加額（△減少額）  60 △93

事務所移転費用引当金の増加額  － 214

固定資産除却損  110 38

投資有価証券評価損  66 1,222

関係会社出資金評価損  － 63

事業整理損  162 －

受取利息及び受取配当金  △9 △15

支払利息  110 158

持分法による投資損失  64 48

投資有価証券売却益  △2 －

子会社株式売却益  － △196

売上債権の減少額  430 2,562

たな卸資産の減少額（△増加額）  △482 1,696

仕入債務の減少額  △2,399 △1,200

未払費用の減少額（△増加額）  214 △519

役員賞与支払額  △13 －

その他  2,560 △3,939

小計  △981 △195

利息及び配当金の受取額  9 15

利息の支払額  △108 △170

法人税等の支払額  △505 △28

営業活動によるキャッシュ・フロー  △1,586 △380
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  － △35

定期預金の払戻による収入  － 35

有形固定資産の取得による支出  △1,253 △890

有形固定資産の売却による収入  476 564

無形固定資産の取得による支出  △664 △277

無形固定資産の売却による収入  31 －

投資有価証券の取得による支出  △50 －

投資有価証券の売却による収入  6 11

関連会社株式の取得による支出  △8 －

連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却に
よる収入

※２ － 249

貸付による支出  － △22

事業譲渡に伴う資産売却収入 ※３ － 453

その他  △36 3

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,498 91

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増額（△純減額）  5,150 △3,282

長期借入による収入  800 －

長期借入金の返済による支出  △1,000 －

配当金の支払額  △103 －

少数株主への配当金の支払額  △50 △4

株式の発行による収入  － 1,493

連結子会社の自己株式の取得による支出  △125 －

自己株式の処分による収入  20 －

預り担保金の返済による支出  △930 －

財務活動によるキャッシュ・フロー  3,761 △1,793

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  △3 △5

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（△減少額）  673 △2,087

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  2,150 2,823

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,823 735
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当社グループは、当連結会計年度において、1,851百万円の

営業損失、2,321百万円の経常損失及び貸倒引当金繰入額等

の特別損失1,605百万円の計上、さらに繰延税金資産の取崩

しを実施したことにより、4,765百万円と多額の当期純損失

を計上しました。この結果、連結貸借対照表における自己

資本は△97百万円となっており、継続企業の前提に関する

重要な疑義が存在しております。

こうした状況下、当社は日本ユニシス㈱による当社株式の

公開買付けの成立に伴い、平成19年６月７日付で同社の子

会社になりました。

この結果、財務面につきましては、親会社である日本ユニ

シス㈱から必要な資金支援を受けており、今後の資金調達

には特段の支障はないものと考えております。

又、営業面につきましては、日本ユニシスグループ各社と

の連携を深め、戦略を共有するという事業方針に基づき、

システムインテグレーション及びネットワークインテグ

レーションの両事業におけるシナジーを具現化すること

により収益力の回復に努めてまいります。

具体的には、①上位システムを含めたソリューション及び

提案力の強化、②相互顧客基盤へのクロスセルによる事業

機会の拡大、③保守や購買機能等のスケールメリット実現

によるコスト削減、④人材育成強化による技術力・営業力

の向上等に鋭意取り組んでまいります。

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上

記のような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映し

ておりません。

──────
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　　　　　　３社

連結子会社の名称

㈱ネットマークスサポートアンド

サービス

エス・アンド・アイ㈱

スターネット㈱

(1）連結子会社の数　　　　　　２社

連結子会社の名称

㈱ネットマークスサポートアンド

サービス

エス・アンド・アイ㈱

前連結会計年度まで連結子会社であ

りましたスターネット㈱は、平成19

年６月12日付で全株式を住友電気工

業㈱へ譲渡したことにより、連結の

範囲から除いております。

 (2）非連結子会社の数　　　　　１社

非連結子会社の名称

ネットマークス（上海）有限公司

(2）非連結子会社の数　　　　　１社

非連結子会社の名称

　　　　　　　　 同左

 （連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益及び利益剰余

金等は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないためであ

ります。

（連結の範囲から除いた理由）

　　　　　　　　 同左

２．持分法の適用に関する事

項

(1）持分法適用会社の数及び名称

持分法適用非連結子会社

該当事項はありません。

持分法適用関連会社　　　　１社

名称：日本テレコムネットワークシ

ステムズ㈱

平成18年３月に株式を取得したこと

により、当連結会計年度から持分法

適用の関連会社に含めております。

(1）持分法適用会社の数及び名称

持分法適用非連結子会社

　　　　　　　　 同左

持分法適用関連会社　　　　１社

名称：　　　同左

 (2）持分法非適用会社の数及び名称等

持分法非適用非連結子会社　１社

名称：ネットマークス（上海）有限

公司

持分法非適用関連会社　　　７社

名称：NETMARKS PHILIPPINES,

INC.

NETMARKS(THAILAND) CO.,

LTD

その他５社

(2）持分法非適用会社の数及び名称等

持分法非適用非連結子会社　１社

名称：　　　同左

持分法非適用関連会社　　　８社

名称：NETMARKS PHILIPPINES,

INC.

NETMARKS(THAILAND) CO.,

LTD

その他６社

 （持分法を適用しない理由）

持分法非適用会社は、それぞれ当期

純損益及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないためであります。

（持分法を適用しない理由）

　　　　　　　　 同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。

　　　　　　　　 同左

４．会計処理基準に関する事項   

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法

①有価証券

その他有価証券

(イ）時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

①有価証券

その他有価証券

(イ）時価のあるもの

　　　　　　　　 同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (ロ）時価のないもの

移動平均法による原価法

(ロ）時価のないもの

　　　　　　　　 同左

 ②デリバティブ

時価法

②デリバティブ

　　　　　　　　 同左

 ③たな卸資産

主として商品は移動平均法による原価

法、未成工事支出金及び貯蔵品は個別

法による原価法を採用しております。

③たな卸資産

　　　　　　　　 同左

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法

①有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物　　 　3～22年

機械装置及び運搬具　 6～ 9年

器具及び備品　　　 　2～20年

①有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物　　 　3～18年

器具及び備品　　　 　2～20年

  （会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変

更しております。これによる損益への

影響は軽微であります。

（追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しており

ます。これによる損益への影響は軽微

であります。

 ②無形固定資産

(イ）自社利用のソフトウエア

社内における見込利用可能期間（５

年）による定額法を採用しておりま

す。

②無形固定資産

(イ）自社利用のソフトウエア

　　　　　　　　 同左

 (ロ）市場販売目的のソフトウエア

見込販売数量に基づく償却額又は見

込有効期間（３年）に基づく均等配

分額のいずれか大きい額を償却額と

する方法を採用しております。

(ロ）市場販売目的のソフトウエア

見込販売収益に基づく償却額又は見

込有効期間（３年）に基づく均等配

分額のいずれか大きい額を償却額と

する方法を採用しております。

 (ハ）その他の無形固定資産

定額法を採用しております。

(ハ）その他の無形固定資産

　　　　　　　　 同左

 ③長期前払費用

定額法を採用しております。

③長期前払費用

　　　　　　　　 同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(3）重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

①貸倒引当金

　　　　　　　　 同左

 ②　　　　　────── ②事務所移転費用引当金

当社は事務所移転に伴い、従来より賃

借していた事務所について当連結会計

年度において解約申し入れ等を行った

ため、これに係る原状回復工事費用等

を見積り計上しております。

 ③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

 過去勤務債務は、その発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（３年）による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

（一部の連結子会社は発生の翌連結会

計年度において一括費用処理）するこ

ととしております。

又、当連結会計年度より執行役員の退

職金内規を新設したことに伴い、執行

役員に係る退職金の期末要支給額を退

職給付引当金に含めて表示しておりま

す。

過去勤務債務は、その発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（３年）による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。

 ④役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

④役員退職慰労引当金

連結子会社の一部は役員の退職慰労金

の支出に備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しております。

  （追加情報）

当社は従来、役員（執行役員を含む）

の退職慰労金の支出に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計上してお

りましたが、平成20年３月に役員退職

慰労金制度を廃止したため、役員退職

慰労引当金（執行役員は退職給付引当

金）を全額取崩し、特別利益として78

百万円を計上しております。

(4）重要なリース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

　　　　　　　　 同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(5）重要なヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

但し、為替予約のうち、振当処理の要件

を充たしている場合には振当処理を採

用しております。

①ヘッジ会計の方法

　　　　　　　　 同左

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…商品輸入による外貨建予

定取引

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…　同左

ヘッジ対象…　同左

 ③ヘッジ方針

主に当社の管理規定である外貨建取引

管理規定に従って、取引限度額及び取

引権限を定め、将来購入する商品等の

業務用資産に係る外貨建債務の為替変

動リスクをヘッジしております。

③ヘッジ方針

当社及び連結子会社の一部は、各社の

外貨建取引に関する規程に従って、取

引限度額及び取引権限を定め、将来購

入する商品等の業務用資産に係る外貨

建債務の為替変動リスクをヘッジして

おります。

 ④ヘッジ有効性評価の方法

外貨建輸入取引（ヘッジ対象）とその

外貨建輸入取引の為替リスクをヘッジ

する為替予約（ヘッジ手段）とは重要

な条件が同一であり、ヘッジに高い有

効性があるため有効性の判断を省略し

ております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　　　　 同左

(6）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

　　　　　　　　 同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

全面時価評価法を採用しております。 　　　　　　　　 同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

５年間の定額法により償却しておりま

す。

　　　　　　　　 同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金及び随時引き出し可能な預金か

らなっております。

　　　　　　　　 同左

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（役員賞与に関する会計基準）

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しておりま

す。これにより営業損失、経常損失及び税金等調整前当期

純損失は、それぞれ16百万円増加しております。

──────

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は△91百万円

であります。

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の

部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の

連結財務諸表規則により作成しております。

──────
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において流動負債の「その他」に含めて

表示していた「前受収益」は、当連結会計年度において負

債及び純資産の合計額の100分の５を超えたため区分掲記

しました。なお、前連結会計年度末の「前受収益」は993百

万円であります。

前連結会計年度において無形固定資産の「連結調整勘

定」として掲記されていたものは、当連結会計年度から

「のれん」と表示しており、又、固定負債の「連結調整勘

定」として掲記されていたものは、当連結会計年度から

「負ののれん」と表示しております。 

（連結貸借対照表）

前連結会計年度に区分掲記しておりました「未収入金」

（当連結会計年度末の残高は160百万円）は、資産の総額

の100分の５以下となったため、流動資産の「その他」に

含めて表示することにしました。

前連結会計年度に区分掲記しておりました「未払金」

（当連結会計年度末の残高は304百万円）及び「未払費

用」（当連結会計年度末の残高は789百万円）は、負債及

び純資産の合計額の100分の５以下となったため、流動負

債の「その他」に含めて表示することにしました。

前連結会計年度に「未払金」に含めて表示しておりまし

た外注費等に係る債務（前連結会計年度末の残高は143百

万円）は、当連結会計年度より「支払手形及び買掛金」に

含めて表示することにしました。なお、当連結会計年度末

の「支払手形及び買掛金」に含まれる当該債務は288百万

円であります。

（連結損益計算書）

前連結会計年度において営業外収益の「連結調整勘定償

却額」として掲記されていたものは、当連結会計年度から

「負ののれん償却額」と表示しております。

（連結損益計算書）

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「仕入割

引」（当連結会計年度は0百万円）は、営業外収益の総額

の100分の10以下となったため、営業外収益の「その他」

に含めて表示することにしました。

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「たな卸資

産除却損」（当連結会計年度は3百万円）は、営業外費用

の総額の100分の10以下となったため、営業外費用の「そ

の他」に含めて表示することにしました。

前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表

示しておりました「たな卸資産評価損」は、営業外費用の

総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。なお、前

連結会計年度における「たな卸資産評価損」の金額は19

百万円であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」として

掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれん償却

額」及び「負ののれん償却額」と表示しております。

──────
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

投資有価証券（関連会社株式） 114百万円

その他（関係会社出資金） 121百万円

投資有価証券（関連会社株式）    78百万円

その他（関係会社出資金）   66百万円

※２　連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当連結会計年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年

度末残高に含まれております。

受取手形 34百万円

支払手形 71百万円

※２　　　　　　　 ──────

　３　係争事件

当社は、「厚生労働省向けネットワーク機器販売及

び支援サービス並びに国保連合会システム」に係

る一連の取引において、当社の販売先である㈱デジ

タルデザインより、平成19年２月７日付（訴状受領

日）で訴訟の提起を受けております。

同社の訴えは、日本アイ・ビー・エム㈱を売上先と

した売買契約に基づく売買代金の支払いを主たる

請求として求めるものですが、当社に対しても当該

取引に係る仕入先として、損害賠償（12億58百万円

及び遅延損害金）又は売買代金相当額返還（11億

89百万円及び遅延損害金）を予備的に求めるもの

であります。

一方、当社はこれを受けて平成19年２月15日付で同

社に対し、当該取引に係る未回収の売買代金（10億

59百万円及び遅延損害金）の支払いを求める反訴

を提起しており、現在係争中であります。

　３　係争事件

当社は、「厚生労働省向けネットワーク機器販売及

び支援サービス並びに国保連合会システム」に係

る一連の取引において、当社の販売先である㈱デジ

タルデザインより、平成19年２月７日付（訴状受領

日）で訴訟の提起を受けております。

同社の訴えは、日本アイ・ビー・エム㈱を主たる請

求の相手方として売買契約に基づく売買代金の支

払いを求めるものですが、仕入先にあたる当社に対

しても、損害賠償（13億17百万円及び遅延損害金。

前連結会計年度末における請求金額12億58百万円

から㈱デジタルデザインによる増額請求により変

更。）、売買代金相当額返還（11億89百万円及び遅

延損害金）又は不当利得返還（12億58百万円及び

遅延損害金、11億89百万円及び遅延損害金）を予備

的に求めるものであります。

一方、当社はこれを受けて平成19年２月15日付で同

社に対し、当該取引に係る未回収の売買代金等（11

億4百万円及び遅延損害金。前連結会計年度末にお

ける請求金額10億59百万円から増額請求により変

更。）の支払いを求める反訴を提起しており、いず

れも現在係争中であります。

又、上述の案件に関連して当社がニスコム㈱との間

で行った仕入取引に関し、ニスコム㈱より平成20年

１月９日付（訴状受領日）で当該仕入取引に係る

請負代金（42百万円及び遅延損害金）の支払いを

求める訴訟の提起を受けており、本件につきまして

も、上述の案件に併合され、係争中であります。
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　一般管理費に含まれる研究開発費は、129百万円であ
ります。

※１　一般管理費に含まれる研究開発費は、270百万円であ
ります。

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物       0百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

器具及び備品 86百万円

ソフトウエア等 22百万円

計 110百万円

建物及び構築物        5百万円

器具及び備品   24百万円

ソフトウエア等   9百万円

計 38百万円

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 174,848 － － 174,848

合計 174,848 － － 174,848

自己株式     

普通株式（注） 1,872 － 396 1,476

合計 1,872 － 396 1,476

（注）自己株式の減少数は、ストック・オプションの権利行使割当によるものであります。

２．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月24日

定時株主総会
普通株式 103 600 平成18年３月31日 平成18年６月24日

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 174,848 90,036 － 264,884

合計 174,848 90,036 － 264,884

自己株式     

普通株式 1,476 － － 1,476

合計 1,476 － － 1,476

（注）発行済株式総数の増加は、第三者割当による新株の発行によるものであります。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定 2,823百万円

現金及び現金同等物 2,823百万円
現金及び預金勘定 735百万円

現金及び現金同等物 735百万円

※２　　　　　　　 ────── ※２　当連結会計年度に株式の売却により連結子会社でな

くなった会社の資産及び負債の主な内訳

株式の売却によりスターネット㈱が連結子会社で

なくなったことに伴う売却時の資産及び負債の内

訳並びにスターネット㈱株式の売却価額と売却に

よる収入は次のとおりであります。

流動資産 2,307百万円

固定資産 284百万円

流動負債 △1,100百万円

固定負債 △41百万円

負ののれん △2百万円

少数株主持分 △858百万円

未実現利益等 △1百万円

株式売却益 196百万円

スターネット㈱株式の売却価

額

783百万円

スターネット㈱現金及び現金

同等物

△534百万円

差引：売却による収入 249百万円

※３　　　　　　　 ────── ※３　当連結会計年度に事業の譲渡及び資産の譲渡により

減少した資産の主な内訳は次のとおりであります。

流動資産 216百万円

固定資産 234百万円

資産譲渡益 2百万円

事業譲渡に伴う資産売却収入 453百万円

（注）負債は譲渡しておりません。
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置 4 2 2

器具及び備品 1,957 684 1,273

合計 1,961 686 1,275

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

器具及び備品 2,475 1,013 1,461

ソフトウエア等 22 1 20

合計 2,497 1,014 1,482

(2）未経過リース料期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

１年内 327百万円

１年超    978百万円

合　計 1,306百万円　　　

１年内    418百万円

１年超       1,102百万円

合　計      1,521百万円　　　

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 356百万円

減価償却費相当額 326百万円

支払利息相当額 36百万円

支払リース料    402百万円

減価償却費相当額    367百万円

支払利息相当額   43百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

────── ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

 １年内   10百万円

１年超  5百万円

合　計  16百万円

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年３月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上
額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

株式 66 93 26

小計 66 93 26

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式 1,336 675 △661

小計 1,336 675 △661

合計 1,403 768 △634

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について0百万円減損処理を行っております。
なお、減損処理にあたっては、当社の有価証券減損処理に関する基準に従って回復可能性等を考慮し、必要と認め
られた額について減損処理を行っております。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

6 2 －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 125

投資事業有限責任組合への出資 64

（注）当連結会計年度において、その他有価証券（非上場株式）について65百万円減損処理を行っております。
なお、減損処理にあたっては、当社の有価証券減損処理に関する基準に従って回復可能性等を考慮し、必要と認め
られた額について減損処理を行っております。

当連結会計年度（平成20年３月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上
額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

株式 49 56 6

小計 49 56 6

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式 150 144 △6

小計 150 144 △6

合計 200 200 0

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について1,203百万円減損処理を行っております。
なお、減損処理にあたっては、当社の有価証券減損処理に関する基準に従って回復可能性等を考慮し、必要と認め
られた額について減損処理を行っております。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

11 － －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 95
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 連結貸借対照表計上額（百万円）

投資事業有限責任組合への出資 43

（注）当連結会計年度において、その他有価証券（非上場株式）について18百万円減損処理を行っております。
なお、減損処理にあたっては、当社の有価証券減損処理に関する基準に従って回復可能性等を考慮し、必要と認め
られた額について減損処理を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．取引の状況に関する事項

(1）取引内容及び利用目的

当社は、主として外貨建買入債務の為替相場の変動

によるリスクを回避するため、為替予約取引を行っ

ております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。但し、為替

予約のうち、振当処理の要件を充たしている場合

には振当処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…商品輸入による外貨建予定取引

ヘッジ方針

主に当社の管理規定である外貨建取引管理規定

に従って、取引限度額及び取引権限を定め、将来

購入する商品等の業務用資産に係る外貨建債務

の為替変動リスクをヘッジしております。

ヘッジ有効性評価の方法

外貨建輸入取引（ヘッジ対象）とその外貨建輸

入取引の為替リスクをヘッジする為替予約

（ヘッジ手段）とは重要な条件が同一であり、

ヘッジに高い有効性があるため有効性の判断を

省略しております。

１．取引の状況に関する事項

(1）取引内容及び利用目的

当社及び連結子会社の一部は、主として外貨建買入

債務の為替相場の変動によるリスクを回避するた

め、為替予約取引を行っております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。但し、為替

予約のうち、振当処理の要件を充たしている場合

には振当処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…商品輸入による外貨建予定取引

ヘッジ方針

当社及び連結子会社の一部は、各社の外貨建取引

に関する規程に従って、取引限度額及び取引権限

を定め、将来購入する商品等の業務用資産に係る

外貨建債務の為替変動リスクをヘッジしており

ます。

ヘッジ有効性評価の方法

外貨建輸入取引（ヘッジ対象）とその外貨建輸

入取引の為替リスクをヘッジする為替予約

（ヘッジ手段）とは重要な条件が同一であり、

ヘッジに高い有効性があるため有効性の判断を

省略しております。

(2）取引に対する取組方針

当社のデリバティブ取引は実需に基づくものであ

り、将来の為替の変動によるリスク回避を目的とし

ており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2）取引に対する取組方針

各社のデリバティブ取引は実需に基づくものであ

り、将来の為替の変動によるリスク回避を目的とし

ており、投機的な取引は行わない方針であります。

(3）取引に係るリスクの内容

当社のデリバティブ取引は実需に基づくものであ

るため、将来の為替の変動による市場リスクはない

と判断しております。

又、取引の契約先はいずれも信用度の高い金融機関

であるため、取引先の契約不履行による信用リスク

もほとんどないと認識しております。

(3）取引に係るリスクの内容

各社のデリバティブ取引は実需に基づくものであ

るため、将来の為替の変動による市場リスクはない

と判断しております。

又、取引の契約先はいずれも信用度の高い金融機関

であるため、取引先の契約不履行による信用リスク

もほとんどないと認識しております。

(4）取引に係るリスク管理体制

為替予約取引については、経理部が決裁責任者の承

認を得て実行及び管理を行っております。

（連結子会社は、デリバティブ取引を行っておりま

せん。）

(4）取引に係るリスク管理体制

為替予約取引については、経理部が決裁責任者の承

認を得て実行及び管理を行っております。

２．取引の時価等に関する事項

ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しており

ます。

２．取引の時価等に関する事項

同左

EDINET提出書類

株式会社ネットマークス(E05226)

有価証券報告書

 62/109



（退職給付関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度及び

確定給付企業年金法に基づく規約型企業年金制度を

設けております。又、当社はこの他に複数事業主制度

による総合設立型の厚生年金基金に加入しておりま

す。

連結子会社は退職一時金制度及び適格退職年金制度

を設けております。

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度及び

確定給付企業年金法に基づく規約型企業年金制度を

設けており、連結子会社は退職一時金制度を設けてお

ります。又、当社はこの他に複数事業主制度による総

合設立型の厚生年金基金に加入しており、当該複数事

業主制度に関する事項は次のとおりであります。

(1) 制度全体の積立状況に関する事項

（平成19年３月31日現在）
 （単位：百万円）

年金資産の額 414,972

年金財政計算上の給付債務の額 358,004

差引額 56,968

(2) 制度全体に占める当社の掛金拠出割合

（平成19年３月分掛金拠出額）

0.6％

２．退職給付債務及びその内訳

（平成19年３月31日現在）

２．退職給付債務及びその内訳

（平成20年３月31日現在）
 （単位：百万円）

(1）退職給付債務 △996

(2）年金資産 492

(3）未積立退職給付債務 (1)＋(2) △503

(4）未認識数理計算上の差異 111

(5）未認識過去勤務債務(債務の減額) △6

(6）連結貸借対照表計上額純額

(3)＋(4)＋(5)
△398

(7）前払年金費用 14

(8）退職給付引当金 (6)－(7) △412

 （単位：百万円）

(1）退職給付債務 △786

(2）年金資産 338

(3）未積立退職給付債務 (1)＋(2) △448

(4）未認識数理計算上の差異 100

(5）連結貸借対照表計上額純額

(3)＋(4)
△347

(6）前払年金費用 35

(7）退職給付引当金 (5)－(6) △383

（注）１．当社が加入しております厚生年金基金は複数事

業主制度による総合型の厚生年金基金制度であ

り、自社の拠出に対する年金資産の額を合理的

に計算できないため、年金資産には含めており

ません。なお、掛金拠出割合で計算した当該厚生

年金基金制度の年金資産の額は2,638百万円であ

ります。

　　　２．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり

簡便法を採用しております。

　　　３．執行役員については、退職給付債務の算定にあたり

期末要支給額を用いております。

（注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり

簡便法を採用しております。
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

３．退職給付費用の内訳

（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

３．退職給付費用の内訳

（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
 （単位：百万円）

(1）勤務費用 136

(2）利息費用 12

(3）期待運用収益 △7

(4）数理計算上の差異の費用処理額 13

(5）過去勤務債務の費用処理額 △52

(6）出向元への支払額 10

(7）出向先からの戻入額 △2

(8）臨時に支払った割増退職金 0

(9）退職給付費用（(1)～(8)の計） 111

 （単位：百万円）

(1）勤務費用 128

(2）利息費用 14

(3）期待運用収益 △8

(4）数理計算上の差異の費用処理額 20

(5）過去勤務債務の費用処理額 △6

(6）出向元への支払額 2

(7）出向先からの戻入額 △5

(8）臨時退職金 20

(9）退職給付費用（(1)～(8)の計） 166

（注）１．複数事業主制度による総合型の厚生年金基金へ

の拠出額を含めておりません。なお、当連結会計

年度の拠出額は132百万円であります。

２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、勤務費用に計上しております。

３．執行役員の退職給付費用は、勤務費用に計上し

ております。

（注）１．複数事業主制度による総合型の厚生年金基金へ

の拠出額を含めておりません。なお、当連結会計

年度の拠出額は121百万円であります。

２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、勤務費用に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1）退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1）退職給付見込額の期間配分方法

同左

(2）割引率　　　　　　2.0％ (2）割引率　　　　　　2.0％

(3）期待運用収益率　　主として2.0％ (3）期待運用収益率　　2.0％

(4）過去勤務債務の額の処理年数

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（３年）による定額法により費用処理

しております。

(4）過去勤務債務の額の処理年数

同左

(5）数理計算上の差異の処理年数

各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理（一部の連結子会社は発生の翌

連結会計年度において一括費用処理）することと

しております。

(5）数理計算上の差異の処理年数

各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとしております。

 （追加情報）

当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』の

一部改正（その２）」（企業会計基準第14号 平成19年

５月15日）を適用しております。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）
提出会社

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

付与対象者の区分
及び数

当社取締役４名
当社従業員52名 当社従業員27名 当社従業員２名

当社取締役１名
当社従業員１名

ストック・オプショ
ン数（注）１

普通株式 2,784株 普通株式 1,088株 普通株式 136株 普通株式 588株

付与日 平成14年７月31日 平成15年９月30日 平成16年７月30日 平成17年７月29日

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）５ （注）５

対象勤務期間 （注）３
自　平成15年９月30日
至　平成17年６月30日

自　平成16年７月30日
至　平成18年６月30日

自　平成17年７月29日
至　平成19年６月30日

権利行使期間
自　平成16年７月１日
至　平成22年３月31日

（注）４

自　平成17年７月１日
至　平成22年３月31日

自　平成18年７月１日
至　平成23年３月31日

自　平成19年７月１日
至　平成24年３月31日

（注）１．株式数に換算して記載しております。

　　　　　なお、平成14年９月30日実施の株式分割（１：４）、平成16年５月20日実施の株式分割（１：２）及び平成16年11
月19日実施の株式分割（１：２）による調整後の株式数で記載しております。

２．権利確定日において当社の取締役、監査役、従業員の地位を保有していることを要する。但し、任期満了によ

る退任及び定年退職等一定の事由に該当する場合には、この限りでない。

３．平成14年７月31日から権利確定日まで。なお、権利確定日は段階的な権利行使期間に応じて定められ、最終の
権利行使期間の開始日は平成18年６月12日であります。

４．一定の停止条件による権利行使の禁止期間が定められております。

５．権利確定日において当社又は当社の関係会社の取締役、監査役、従業員の地位を保有していることを要する。

但し、任期満了による退任及び定年退職等一定の事由に該当する場合には、この限りでない。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況
当連結会計年度（平成19年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ
ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

 
平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利確定前　　（株）     

前連結会計年度末 － － 136 588

付与 － － － －

失効 － － － －

権利確定 － － 136 －

未確定残 － － － 588

権利確定後　　（株）     

前連結会計年度末 1,568 824 － －

権利確定 － － 136 －

権利行使 384 12 － －

失効 32 － － －

未行使残 1,152 812 136 －

②単価情報

 
平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利行使価格（注）（円） 50,625 111,250 335,261 328,030

行使時平均株価　　（円） 115,000 129,000 － －

付与日における公正な
評価単価　　　　　（円）

－ － － －

（注）平成14年９月30日実施の株式分割（１：４）、平成16年５月20日実施の株式分割（１：２）及び平成16年11月19
日実施の株式分割（１：２）による調整後の行使価格で記載しております。
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連結子会社（エス・アンド・アイ㈱、未公開）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
同社取締役４名
同社監査役２名
同社従業員８名

同社取締役６名
同社従業員53名

同社取締役５名
同社監査役２名
同社従業員71名

ストック・オプション数
（注）１

普通株式 135株 普通株式 237株 普通株式 229株

付与日 平成16年11月１日 平成17年７月１日 平成18年７月１日

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）２

対象勤務期間
付与日から権利行使期間の
開始日の前日まで

同左 同左

権利行使期間（注）３
自　平成18年11月１日
至　平成26年３月31日

自　平成19年７月１日
至　平成27年３月31日

自　平成20年７月１日
至　平成28年３月31日

（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．権利確定日において同社の取締役、監査役、従業員の地位を保有していることを要する。但し、任期満了によ

る退任及び定年退職等一定の事由に該当する場合には、この限りでない。

３．同社株式の上場後１年が経過するまでは権利行使できません。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況
当連結会計年度（平成19年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ
ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

権利確定前　　　　 （株）    

前連結会計年度末 125 229 －

付与 － － 229

失効 10 39 31

権利確定 － － －

未確定残 115 190 198

②単価情報

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

権利行使価格　　　 （円） 138,800 180,000 193,000

行使時平均株価　　 （円） － － －

付与日における公正な
評価単価　　　　　 （円）

－ － －

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法等

当連結会計年度において付与された平成18年ストック・オプションについて、当該連結子会社は未公開企業
であるため、公正な評価単価を本源的価値により算定しております。 

(1) 価値算定の基礎となる株式の評価方法 　　　　　　類似会社比準方式
(2) 当連結会計年度末における本源的価値の合計額　　　　　　　　－ 円
(3) 当連結会計年度に権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額
該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）
提出会社

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

付与対象者の区分
及び数

当社取締役４名
当社従業員52名 当社従業員27名 当社従業員２名

当社取締役１名
当社従業員１名
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平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

ストック・オプショ
ン数（注）１

普通株式 2,784株 普通株式 1,088株 普通株式 136株 普通株式 588株

付与日 平成14年７月31日 平成15年９月30日 平成16年７月30日 平成17年７月29日

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）５ （注）５

対象勤務期間 （注）３
自　平成15年９月30日
至　平成17年６月30日

自　平成16年７月30日
至　平成18年６月30日

自　平成17年７月29日
至　平成19年６月30日

権利行使期間
自　平成16年７月１日
至　平成22年３月31日

（注）４

自　平成17年７月１日
至　平成22年３月31日

自　平成18年７月１日
至　平成23年３月31日

自　平成19年７月１日
至　平成24年３月31日

（注）１．株式数に換算して記載しております。

　　　　　なお、平成14年９月30日実施の株式分割（１：４）、平成16年５月20日実施の株式分割（１：２）及び平成16年11
月19日実施の株式分割（１：２）による調整後の株式数で記載しております。

２．権利確定日において当社の取締役、監査役、従業員の地位を保有していることを要する。但し、任期満了によ

る退任及び定年退職等一定の事由に該当する場合には、この限りでない。

３．平成14年７月31日から権利確定日まで。なお、権利確定日は段階的な権利行使期間に応じて定められ、最終の
権利行使期間の開始日は平成18年６月12日であります。

４．一定の停止条件による権利行使の禁止期間が定められております。

５．権利確定日において当社又は当社の関係会社の取締役、監査役、従業員の地位を保有していることを要する。

但し、任期満了による退任及び定年退職等一定の事由に該当する場合には、この限りでない。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況
当連結会計年度（平成20年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ
ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

 
平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利確定前　　（株）     

前連結会計年度末 － － － 588

付与 － － － －

失効 － － － －

権利確定 － － － 588

未確定残 － － － －

権利確定後　　（株）     

前連結会計年度末 1,152 812 136 －

権利確定 － － － 588

権利行使 － － － －

失効 528 460 88 88

未行使残 624 352 48 500

②単価情報

 
平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利行使価格（注）（円） 50,625 111,250 335,261 328,030

行使時平均株価　　（円） － － － －

付与日における公正な
評価単価　　　　　（円）

－ － － －

（注）平成14年９月30日実施の株式分割（１：４）、平成16年５月20日実施の株式分割（１：２）及び平成16年11月19
日実施の株式分割（１：２）による調整後の行使価格で記載しております。
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連結子会社（エス・アンド・アイ㈱、未公開）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

付与対象者の区分
及び数

同社取締役４名
同社監査役２名
同社従業員８名

同社取締役６名
同社従業員53名

同社取締役５名
同社監査役２名
同社従業員71名

同社取締役５名
同社従業員44名

ストック・オプショ
ン数（注）１

普通株式 135株 普通株式 237株 普通株式 229株 普通株式 162株

付与日 平成16年11月１日 平成17年７月１日 平成18年７月１日 平成19年７月１日

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）２ （注）２

対象勤務期間
付与日から権利行使
期間の開始日の前日
まで

同左 同左 同左

権利行使期間
（注）３

自　平成18年11月１日
至　平成26年３月31日

自　平成19年７月１日
至　平成27年３月31日

自　平成20年７月１日
至　平成28年３月31日

自　平成21年７月１日
至　平成29年３月31日

（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．権利確定日において同社の取締役、監査役、従業員の地位を保有していることを要する。但し、任期満了によ

る退任及び定年退職等一定の事由に該当する場合には、この限りでない。

３．同社株式の上場後１年が経過するまでは権利行使できません。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況
当連結会計年度（平成20年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ
ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

権利確定前　　（株）     

前連結会計年度末 115 190 198 －

付与 － － － 162

失効 15 46 52 14

権利確定 － － － －

未確定残 100 144 146 148

②単価情報

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション
平成19年　

ストック・オプション　

権利行使価格　（円） 138,800 180,000 193,000 151,000

行使時平均株価（円） － － － －

付与日における公正な
評価単価　　　（円）

－ － － －

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法等

当連結会計年度において付与された平成19年ストック・オプションについて、当該連結子会社は未公開企業
であるため、公正な評価単価を本源的価値により算定しております。 

(1) 価値算定の基礎となる株式の評価方法 　　　　　　類似会社比準法及びＤＣＦ法の折衷法
(2) 当連結会計年度末における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　－ 円
(3) 当連結会計年度に権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額
該当事項はありません。 
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産） （単位：百万円）

未払事業税及び事業所税 24

賞与引当金 360

貸倒引当金 433

退職給付引当金 167

役員退職慰労引当金 47

減価償却費 20

たな卸資産評価損 121

投資有価証券評価損 131

会員権評価損 4

事業整理損 100

その他有価証券評価差額金 258

繰延ヘッジ損益 2

繰越欠損金 1,402

たな卸資産未実現利益 5

その他 13

繰延税金資産小計 3,094

評価性引当額 △2,836

繰延税金資産合計 258

（繰延税金負債）  

特別償却準備金 △4

前払年金費用 △5

連結子会社留保利益 △62

その他 △3

繰延税金負債合計 △75

繰延税金資産の純額 182

（繰延税金資産） （単位：百万円）

未払事業税及び事業所税 21

賞与引当金 220

貸倒引当金 442

退職給付引当金 155

役員退職慰労引当金 5

事務所移転費用引当金 87

減価償却費 5

たな卸資産評価損 177

投資有価証券評価損 131

関係会社株式評価損 191

関係会社出資金評価損 25

会員権評価損 2

繰越欠損金 1,827

たな卸資産未実現利益 1

その他 6

繰延税金資産小計 3,302

評価性引当額 △3,157

繰延税金資産合計 145

（繰延税金負債）  

前払年金費用 △14

その他 △1

繰延税金負債合計 △15

繰延税金資産の純額 130

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 103

固定資産－繰延税金資産 90

固定負債－繰延税金負債 10

流動資産－繰延税金資産 90

固定資産－繰延税金資産 55

固定負債－繰延税金負債 15

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失のため、記載を省略しており

ます。

税金等調整前当期純損失のため、記載を省略しており

ます。
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（企業結合等関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

────── （事業分離）

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を

行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事業

分離の概要

(1) 分離先企業の名称

㈱クーレボ、エフビットコミュニケーションズ㈱

(2) 分離した事業の内容

当社のビデオ・オン・デマンド事業

(3) 事業分離を行った主な理由 

当社の経営施策である注力領域への経営資源の集中

において、ビデオ・オン・デマンド事業が今後大きい

効果を期待できず、又、当社の事業の効率化・合理化

を一段と加速することが必要であると判断し、本事業

を譲渡することといたしました。

(4) 事業分離日

㈱クーレボ

平成19年11月15日

エフビットコミュニケーションズ㈱

平成19年11月27日

(5) 法的形式を含む事業分離の概要

事業譲渡

２．実施した会計処理の概要

受取対価と移転した事業に係る資産の移転直前の適

正な帳簿価額による純資産額との差額は、本事業に係

る資産の譲渡損益と併せて特別損益として計上して

おります。 

３．当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている

分離した事業に係る損益の概算額

売上高　　　137百万円

営業損失　　171百万円

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至

　平成20年３月31日）において、当連結グループは情報通信分野におけるネットワークシステムインテグレータ

として、全て同一セグメントに属するネットワークシステムのコンサルティング、システム構築及びネットワー

ク機器販売並びにそれに付随するサポートサービス及びアウトソーシング事業を営んでおり、当該事業以外に事

業の種類がないため該当事項はありません。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至

　平成20年３月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該

当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至

　平成20年３月31日）における海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省

略しております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金

(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の被所有
割合

(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上の関係

親会社
住友電気

工業㈱

大阪市

中央区
96,784

電線・

ケーブル

等の製造

・販売

被所有

直接

49.2

間接

3.6

１名

・同社商品の

購入

・当社商品の

販売とシステ

ム構築の受託

売上高 31 売掛金 8

仕入高 280 未払金 114

(2）兄弟会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金

(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の被所有
割合

(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上の関係

親会社の

子会社

住友電設

㈱

大阪市

西区
6,440

電気・電

力・情報

通信設備

等の工事

被所有

直接

3.6

－

・ネットワー

ク工事委託

・当社商品の

販売

仕入高 837 買掛金 511

(3）子会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金

(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有割
合

(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上の関係

関連会社

日本テレ
コムネッ
トワーク
システム
ズ㈱

東京都

港区
300

ネット

ワークシ

ステムの

設計・施

工

所有

直接

34.0

２名

・当社商品の

販売とシステ

ム構築の受託

売上高 2,829 売掛金 679

　（注）１．上記(1)表中、議決権等の被所有割合の間接所有については、住友電気工業㈱の子会社である住友電設㈱が所有

しております。

２．上記(1)～(3)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

ます。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

(イ）住友電気工業㈱へのネットワークシステム等の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価

格を提示し、その都度交渉の上、一般取引条件と同様に決定しております。

(ロ）住友電気工業㈱からのネットワーク関連製品の仕入については、見積の提示を受け、その都度交渉の上、一

般取引条件と同様に決定しております。

(ハ）住友電設㈱へのネットワークシステム構築及び工事等の発注については、見積の提示を受け、その都度交

渉の上、一般取引条件と同様に決定しております。

(ニ）日本テレコムネットワークシステムズ㈱へのネットワークシステム等の販売については、市場価格、総原

価を勘案して当社希望価格を提示し、その都度交渉の上、一般取引条件と同様に決定しております。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金

(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の被所有
割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上の関係

親会社
日本ユニ

シス㈱

東京都

江東区
5,483

システム

関連サー

ビス及び

ハードウ

エア、ソ

フトウエ

アの販売

被所有

直接

78.2

間接

0.2

６名

ネットワーク

関連製品の販

売仕入とサ

ポートサービ

ス等

資金の借入 5,887
関係会社

短期借入金
2,667

利息の支払 64 － －

第三者割当

増資による

新株の発行

1,499 － －

　（注）１．議決権等の被所有割合の間接所有については、日本ユニシス㈱の子会社であるユニアデックス㈱が所有して

おります。

２．資金の借入金額については、期中平均残高を記載しております。
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３．取引条件及び取引条件の決定方針等

①借入利率については、市場金利を勘案して交渉の上、決定しております。

②第三者割当増資の１株当たりの発行価額については、本増資に係る取締役会決議の直前日である平成20年１

月30日の㈱東京証券取引所における当社普通株式の終値（16,660円）としております。

(2）兄弟会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金

(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権
等の被
所有割
合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上の関係

親会社

の子会

社

住友電設

㈱

大阪市

西区
6,440

電気・

電力・

情報通

信設備

等の工

事

－ －

ネットワーク

工事委託と当

社商品の販売

ネットワー

ク工事委託
84 買掛金 362

　（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

ネットワーク工事委託については、見積の提示を受け、その都度交渉の上、一般取引条件と同様に決定してお

ります。

３．住友電気工業㈱が当社株式を売却したことにより、平成19年６月７日付で親会社ではなくなったため、住友

電設㈱は関連当事者ではなくなっております。このため、取引金額については関連当事者であった期間の金

額を、期末残高については関連当事者でなくなった時点の残高を記載しております。なお、資本金及び議決権

等の被所有割合については当連結会計年度末時点のものを記載しております。

(3）子会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金

(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権
等の所
有割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上の関係

関連会

社

日本テレ
コムネッ
トワーク
システム
ズ㈱

東京都

港区
300

ネット

ワーク

システ

ムの設

計・施

工

所有

直接

34.0

２名

当社商品の販

売とシステム

構築の受託

商品販売及

びシステム

構築受託

2,031 売掛金 558

　（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、その都度交渉の上、一般取引条件と同様に決定しており

ます。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 △563.55円

１株当たり当期純損失金額 27,521.99円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１

株当たり当期純損失が計上されているため記載しており

ません。

１株当たり純資産額 3,276.13円

１株当たり当期純損失金額 6,288.36円

同左

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度末
（平成19年３月31日）

当連結会計年度末
（平成20年３月31日）

 純資産の部の合計額（百万円） 946 1,029

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 1,044 166

（うち少数株主持分） (1,044) (166)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） △97 862

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（株）
173,372 263,408

２．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純損失（百万円） 4,765 1,177

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失（百万円） 4,765 1,177

期中平均株式数（株） 173,169 187,224

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株

式の概要

旧商法第280条ノ20及び第280条

ノ21に基づく新株予約権４種類

（新株予約権の数931個、2,688

株）。

これらの詳細は、「第４ 提出会

社の状況 １ 株式等の状況 (2) 

新株予約権等の状況」に記載の

とおりであります。

旧商法第280条ノ20及び第280条

ノ21に基づく新株予約権４種類

（新株予約権の数651個、1,524

株）。

これらの詳細は、「第４ 提出会

社の状況 １ 株式等の状況 (2) 

新株予約権等の状況」に記載の

とおりであります。
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（子会社株式の売却）

当社は、平成19年２月28日開催の取締役会の決議に基づ

き、連結子会社スターネット㈱の全株式を住友電気工業㈱

に譲渡いたしました。

(1) 株式売却の理由

平成19年５月31日に終了した日本ユニシス㈱による

当社株式の公開買付けの成立により、当社の親会社は

住友電気工業㈱から日本ユニシス㈱に変更となりま

した。当社は今後、日本ユニシスグループの一員とし

て事業拡大を目指してまいりますが、スターネット㈱

につきましては、同社が住友電気工業グループの一員

であることが同社と顧客の取引関係を維持するため

に重要であること等に鑑み、当社が保有するスター

ネット㈱株式の全てを住友電気工業㈱に譲渡するこ

とにいたしました。 

(2) 売却先 　 　　　　　住友電気工業㈱

(3) 売却時期　　　　　　平成19年６月12日

(4) 当該子会社の事業内容及び当社との取引内容

　①事業内容

回線インテグレーション事業及びネットワークサー

ビス事業

　②取引内容

ネットワーク通信回線サービスの仕入及びネット

ワークシステム等の販売

(5) 売却の概要

  売却価額　　　　　　783百万円 

  売却する株式の数　　　3,920株 

  売却益　　　　　　　194百万円 

  売却後の持分比率　　　　 －％ 

（子会社株式の売却）

当社は、平成20年４月25日開催の取締役会において、連結

子会社エス・アンド・アイ㈱の全株式を売却することを

決議し、平成20年５月１日をもって売却いたしました。

(1) 株式売却の理由

当社は、顧客基盤の拡大とＩＰテレフォニー事業や保

守事業でのシナジー、又、上位ソリューション事業へ

の参入を目的として、エス・アンド・アイ㈱の株式を

平成15年10月に取得し子会社化しましたが、今般、事

業効率化の一環として、当社が保有する同社株式の全

てを売却することといたしました。

(2) 売却先　　　　　　　ユニアデックス㈱

(3) 売却時期　　　　　　平成20年５月１日

(4) 当該子会社の事業内容及び当社との取引内容

①事業内容

ネットワークシステムの設計、構築及び保守・運用

②取引内容

Ｗｅｂ関連、システム及びネットワークシステムのコ

ンサルティング、開発、設計、構築サービス及び関連製

品の販売と仕入

(5) 売却の概要

売却価額　　　　　　849百万円

売却する株式の数　　　7,200株

売却益　　　　　　　 64百万円

売却後の持分比率　　　　 －％
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

────── （子会社の吸収合併）

当社は、平成20年４月25日開催の取締役会において、平成

20年７月１日をもって、連結子会社㈱ネットマークスサ

ポートアンドサービスを簡易合併の手続きにより吸収合

併することを決議いたしました。

１．結合当事企業の名称及びその事業内容、企業結合の法

的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取

引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

①結合企業

名称　　㈱ネットマークス（当社）

事業の内容　

ネットワークシステムの設計、構築、運用管理アウ

トソーシングサービス並びに販売

②被結合企業

名称　　㈱ネットマークスサポートアンドサービス

事業の内容　

ネットワークシステムの運用、保守並びにネット

ワークシステム機器の導入設置工事

事業規模　

売上高　　8,766百万円（平成19年３月期）

資本金　　　150百万円（平成19年３月31日現在）

純資産　　　303百万円（平成19年３月31日現在）

総資産　　3,688百万円（平成19年３月31日現在）

(2) 企業結合の法的形式、結合後企業の名称

当社を存続会社とする吸収合併方式で、㈱ネットマー

クスサポートアンドサービスは解散し、結合後企業の

名称は㈱ネットマークス（当社）となります。なお、

㈱ネットマークスサポートアンドサービスは当社の

全額出資の子会社であるため、本合併による新株式の

発行、資本金の増加及び合併交付金の支払いはありま

せん。

(3) 取引の目的を含む取引の概要

①合併の目的

当社は、平成11年10月に同社を100％子会社化して以

来、同社を通じて当社販売のネットワークシステムの

運用、保守サポートサービスを顧客に提供してまいり

ましたが、当社が平成19年６月に日本ユニシスグルー

プの一員となったことにより、同グループ各社との連

携強化の一環として、当社の保守サポートサービス業

務を全面的に日本ユニシス㈱の100％子会社であるユ

ニアデックス㈱へ統合することとし、㈱ネットマーク

スサポートアンドサービスのサポート以外の技術要

員を当社に吸収することにより、経営資源の集中によ

る効率化を図るためであります。

②合併の期日　　平成20年７月１日　　　

２．実施する会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15

年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針

第10号 最終改正平成18年12月22日）に基づき、共通支

配下の取引として会計処理を行います。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 5,950 － －　 －

関係会社短期借入金 － 2,667 1.04　 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － 800 1.68 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 5,850 5,050 1.28 平成21年～24年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － －　 －

その他の有利子負債 － － －　 －

合計 11,800 8,517 － －

　（注）１．「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 2,768 2,018 262 －

(2) 【その他】

（訴訟）

当社は、「厚生労働省向けネットワーク機器販売及び支援サービス並びに国保連合会システム」に係る一連の取

引において、当社の販売先である㈱デジタルデザインより、平成19年２月７日付（訴状受領日）で訴訟の提起を受

けております。

同社の訴えは、日本アイ・ビー・エム㈱を主たる請求の相手方として売買契約に基づく売買代金の支払いを求め

るものですが、仕入先にあたる当社に対しても、損害賠償（13億17百万円及び遅延損害金。前連結会計年度末にお

ける請求金額12億58百万円から㈱デジタルデザインによる増額請求により変更。）、売買代金相当額返還（11億89

百万円及び遅延損害金）又は不当利得返還（12億58百万円及び遅延損害金、11億89百万円及び遅延損害金）を予

備的に求めるものであります。

一方、当社はこれを受けて平成19年２月15日付で同社に対し、当該取引に係る未回収の売買代金等（11億4百万円

及び遅延損害金。前連結会計年度末における請求金額10億59百万円から増額請求により変更。）の支払いを求める

反訴を提起しており、いずれも現在係争中であります。

又、上述の案件に関連して当社がニスコム㈱との間で行った仕入取引に関し、ニスコム㈱より平成20年１月９日付

（訴状受領日）で当該仕入取引に係る請負代金（42百万円及び遅延損害金）の支払いを求める訴訟の提起を受け

ており、本件につきましても、上述の案件に併合され、係争中であります。
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２【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   1,880   298  

２．受取手形 ※２  254   291  

３．売掛金 ※１  9,385   7,315  

４．商品   2,344   1,061  

５．未成工事支出金   2,087   2,065  

６．貯蔵品   49   －  

７．前渡金   12   －  

８．前払費用 ※１  1,196   1,130  

９．未収入金  ※１  819   331  

10．未収収益   9   －  

11．その他   54   55  

12．貸倒引当金   △2   △10  

流動資産合計   18,091 77.2  12,538 80.0

Ⅱ　固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物  397   302   

減価償却累計額  124 272  143 159  

２．器具及び備品  2,451   2,394   

減価償却累計額  1,506 945  1,678 715  

有形固定資産合計   1,218 5.2  874 5.6

(2）無形固定資産        

１．商標権   3   2  

２．ソフトウエア   660   374  

３．電話加入権   4   4  

無形固定資産合計   667 2.9  381 2.4

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   908   288  

２．関係会社株式   2,112   1,206  

３．関係会社出資金   121   66  

４．破産更生債権等   －   25  

５．長期未収入金   1,059   1,059  

６．長期前払費用   7   5  

７．敷金   268   267  

８．その他   26   47  

９．貸倒引当金   △1,059   △1,085  

投資その他の資産合計   3,445 14.7  1,880 12.0

固定資産合計   5,331 22.8  3,136 20.0

資産合計   23,423 100.0  15,675 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形 ※２  18   5  

２．買掛金 ※１  5,207   4,396  

３．短期借入金   5,950   －  

４．関係会社短期借入金   －   2,667  

５．１年以内返済長期借入金   －   500  

６．未払金 ※１  2,525   201  

７．未払費用   855   542  

８．未払法人税等   18   41  

９．未払消費税等   －   239  

10．前受金   92   87  

11. 関係会社預り金   1,300   －  

12．預り金   591   －  

13．前受収益   1,466   1,246  

14．事務所移転費用引当金   －   214  

15．その他   111   107  

流動負債合計   18,138 77.5  10,251 65.4

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金   4,750   4,250  

２．繰延税金負債   10   15  

３．退職給付引当金   277   272  

４．役員退職慰労引当金   94   －  

固定負債合計   5,132 21.9  4,538 29.0

負債合計   23,271 99.4  14,790 94.4
　        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   2,970 12.7  3,720 23.7

２．資本剰余金        

資本準備金  2,080   2,830   

資本剰余金合計   2,080 8.9  2,830 18.1

３．利益剰余金        

(1）利益準備金  19   19   

(2）その他利益剰余金        

特別償却準備金  2   －   

別途積立金  1,600   1,600   

繰越利益剰余金  △5,517   △6,919   

利益剰余金合計   △3,894 △16.6  △5,299 △33.8

４．自己株式   △368 △1.6  △368 △2.4

株主資本合計   788 3.4  882 5.6

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差額金   △629 △2.7  1 0.0

２．繰延ヘッジ損益   △6 △0.1  － －

評価・換算差額等合計   △636 △2.8  1 0.0

純資産合計   151 0.6  884 5.6

負債純資産合計   23,423 100.0  15,675 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．システム売上高  24,926   24,565   

２．システムサポート売上高  8,497 33,424 100.0 9,705 34,271 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．期首商品たな卸高  2,502   2,344   

２．期首未成工事支出金  1,480   2,087   

３．当期商品仕入高 ※４ 18,689   15,221   

４．当期外注費 ※４ 8,212   8,405   

５．当期経費 ※４ 1,723   1,607   

６．他勘定受入高 ※１ 450   1,201   

合計  33,058   30,868   

７．他勘定振替高 ※２ 579   262   

８．事業譲渡による減少高 　 －   96   

９．期末商品たな卸高  2,344   1,061   

10．期末未成工事支出金  2,087 28,047 83.9 2,065 27,382 79.9

売上総利益   5,377 16.1  6,888 20.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※４       

１．運送費  100   83   

２．広告宣伝費  102   41   

３．販売諸経費  28   17   

４．役員報酬  106   69   

５．給与諸手当福利費  4,027   3,292   

６．退職給付費用  45   50   

７．役員退職慰労引当金繰入額  20   －   

８．減価償却費  371   201   

９．賃借料  619   535   

10．旅費交通費  341   279   

11．通信費  112   96   

12．光熱費及び消耗品費  154   95   

13．交際費  62   34   

14．業務委託料  1,025   985   

15．研究開発費 ※３ 129   270   

16．貸倒引当金繰入額  －   37   

17．その他  387 7,636 22.9 279 6,370 18.6

営業利益又は営業損失（△）   △2,259 △6.8  518 1.5
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  0   －   

２．受取配当金 ※４ 194   35   

３．投資組合出資利益  －   11   

４．その他  4 199 0.6 9 56 0.2

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息 ※４ 103   141   

２．たな卸資産除却損  281   －   

３．たな卸資産評価損  －   153   

４．その他  27 412 1.2 55 350 1.0

経常利益又は経常損失（△）   △2,473 △7.4  223 0.7

Ⅵ　特別利益        

１．投資有価証券売却益  2   －   

２．子会社株式売却益  －   348   

３．退職給付引当金戻入益  －   44   

４．役員退職慰労引当金戻入益  －   94   

５．その他  － 2 0.0 2 489 1.4

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※５ 69   9   

２．投資有価証券評価損  66   1,222   

３．関係会社株式評価損  －   471   

４．関係会社出資金評価損  －   63   

５．事務所移転費用引当金繰入  －   214   

６．貸倒引当金繰入額  1,058   －   

７．事業整理損  248   －   

８．訴訟関連費用  56   －   

９．循環取引損失  27   －   

10．過年度損益修正損  36   －   

11．過年度退職給付費用  －   67   

12．その他  2 1,565 4.7 41 2,089 6.1

税引前当期純損失   4,036 △12.1  1,375 △4.0

法人税、住民税及び事業税  14   22   

法人税等調整額  450 464 1.4 6 29 0.1

当期純損失   4,501 △13.5  1,405 △4.1
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金
資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計特別償却

準備金
別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

2,970 2,080 2,080 19 17 1,600 △848 788 △467 5,372

事業年度中の変動額           

特別償却準備金の取崩し
（注）

    △7  7 －  －

特別償却準備金の取崩し
（当期分）

    △7  7 －  －

剰余金の配当（注）       △103 △103  △103

当期純損失       △4,501 △4,501  △4,501

自己株式の処分       △78 △78 98 20

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

          

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － － － △14 － △4,668 △4,683 98 △4,584

平成19年３月31日　残高
（百万円）

2,970 2,080 2,080 19 2 1,600 △5,517 △3,894 △368 788

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

450 － 450 5,822

事業年度中の変動額     

特別償却準備金の取崩し
（注）

   －

特別償却準備金の取崩し
（当期分）

   －

剰余金の配当（注）    △103

当期純損失    △4,501

自己株式の処分    20

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

△1,079 △6 △1,086 △1,086

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△1,079 △6 △1,086 △5,670

平成19年３月31日　残高
（百万円）

△629 △6 △636 151

　（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金
資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計特別償却

準備金
別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

2,970 2,080 2,080 19 2 1,600 △5,517 △3,894 △368 788

事業年度中の変動額           

EDINET提出書類

株式会社ネットマークス(E05226)

有価証券報告書

 81/109



 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金
資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計特別償却

準備金
別途
積立金

繰越利益
剰余金

新株の発行 749 749 749       1,499

特別償却準備金の取崩し     △2  2 －  －

当期純損失       △1,405 △1,405  △1,405

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

          

事業年度中の変動額合計
（百万円）

749 749 749 － △2 － △1,402 △1,405 － 94

平成20年３月31日　残高
（百万円）

3,720 2,830 2,830 19 － 1,600 △6,919 △5,299 △368 882

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

△629 △6 △636 151

事業年度中の変動額     

新株の発行    1,499

特別償却準備金の取崩し    －

当期純損失    △1,405

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

631 6 637 637

事業年度中の変動額合計
（百万円）

631 6 637 732

平成20年３月31日　残高
（百万円）

1 － 1 884
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当社は、当事業年度において、2,259百万円の営業損失、

2,473百万円の経常損失及び貸倒引当金繰入額等の特別損

失1,565百万円の計上、さらに繰延税金資産の取崩しを実施

したことにより、4,501百万円と多額の当期純損失を計上し

ました。この結果、債務超過の状況には至っておりません

が、貸借対照表における自己資本は151百万円となってお

り、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しておりま

す。

こうした状況下、当社は日本ユニシス㈱による当社株式の

公開買付けの成立に伴い、平成19年６月７日付で同社の子

会社になりました。

この結果、財務面につきましては、親会社である日本ユニ

シス㈱から必要な資金支援を受けており、今後の資金調達

には特段の支障はないものと考えております。

又、営業面につきましては、日本ユニシスグループ各社と

の連携を深め、戦略を共有するという事業方針に基づき、

システムインテグレーション及びネットワークインテグ

レーションの両事業におけるシナジーを具現化すること

により収益力の回復に努めてまいります。

具体的には、①上位システムを含めたソリューション及び

提案力の強化、②相互顧客基盤へのクロスセルによる事業

機会の拡大、③保守や購買機能等のスケールメリット実現

によるコスト削減、④人材育成強化による技術力・営業力

の向上等に鋭意取り組んでまいります。

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記の

ような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しておりま

せん。

──────
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重要な会計方針

項目 前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

①時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

(2）その他有価証券

①時価のあるもの

同左

 ②時価のないもの

移動平均法による原価法

②時価のないもの

同左

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法

　時価法 同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品

移動平均法による原価法

(1）商品

同左

 (2）未成工事支出金

個別法による原価法

(2）未成工事支出金

同左

 (3）貯蔵品

個別法による原価法

(3）貯蔵品

同左

４．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物　　　　　 3～18年

器具及び備品　 2～10年

(1）有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物　　　　　 3～18年

器具及び備品　 2～20年

　（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年度

より、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法

に変更しております。これによる損

益への影響は軽微であります。 

　（追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成19年３　

月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。これによる損益への

影響は軽微であります。

 

EDINET提出書類

株式会社ネットマークス(E05226)

有価証券報告書

 84/109



項目 前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (2）無形固定資産

①自社利用のソフトウエア

社内における見込利用可能期間（５

年）による定額法を採用しておりま

す。

②市場販売目的のソフトウエア

見込販売数量に基づく償却額又は見

込有効期間（３年）に基づく均等配

分額のいずれか大きい額を償却額と

する方法を採用しております。

③その他の無形固定資産

定額法を採用しております。

(2）無形固定資産

①自社利用のソフトウエア

同左

 

 

②市場販売目的のソフトウエア

見込販売収益に基づく償却額又は見

込有効期間（３年）に基づく均等配

分額のいずれか大きい額を償却額と

する方法を採用しております。

③その他の無形固定資産

同左

 (3）長期前払費用

定額法を採用しております。

(3）長期前払費用

同左

５．繰延資産の処理方法 株式交付費

支出時に全額費用として処理しており

ます。

株式交付費

同左

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）　　　　────── (2）事務所移転費用引当金

事務所移転に伴い、従来より賃借し　

ていた事務所について当事業年度に

おいて解約申し入れ等を行ったた

め、これに係る原状回復工事費用等

を見積り計上しております。

 (3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

過去勤務債務は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（３年）による定額法に

より費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。

又、当事業年度より執行役員の退職

金内規を新設したことに伴い、執行

役員に係る退職金の期末要支給額を

退職給付引当金に含めて表示してお

ります。

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

過去勤務債務は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（３年）による定額法に

より費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。
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項目 前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

(4）　　　　──────

  （追加情報）

従来、役員（執行役員を含む）の退

職慰労金の支出に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計上してお

りましたが、平成20年３月に役員退

職慰労金制度を廃止したため、役員

退職慰労引当金（執行役員は退職給

付引当金）を全額取崩し、特別利益

として78百万円を計上しておりま

す。

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同左

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。但し、為替予約のうち、振当処理

の要件を充たしている場合には振当

処理を採用しております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…商品輸入による外貨建

予定取引

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…同左

ヘッジ対象…同左

 (3）ヘッジ方針

主に当社の管理規定である外貨建取引

管理規定に従って、取引限度額及び取

引権限を定め、将来購入する商品等の

業務用資産に係る外貨建債務の為替変

動リスクをヘッジしております。

(3）ヘッジ方針

主に当社の外貨建取引に関する規程に

従って、取引限度額及び取引権限を定

め、将来購入する商品等の業務用資産

に係る外貨建債務の為替変動リスクを

ヘッジしております。

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

外貨建輸入取引（ヘッジ対象）とそ

の外貨建輸入取引の為替リスクを

ヘッジする為替予約（ヘッジ手段）

とは重要な条件が同一であり、ヘッ

ジに高い有効性があるため有効性の

判断を省略しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左　

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。　

消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は158百万円で

あります。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につい

ては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。

──────

　

　

　

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

────── （貸借対照表）

前事業年度に区分掲記しておりました「未収収益」（当

事業年度末の残高は4百万円）は、資産の総額の100分の１

以下となったため、流動資産の「その他」に含めて表示す

ることにしました。

前事業年度に「未払金」に含めて表示しておりました外

注費等に係る債務（前事業年度末の残高は1,621百万円）

は、当事業年度より「買掛金」に含めて表示することにし

ました。なお、当事業年度末の「買掛金」に含まれる当該

債務は723百万円であります。

────── （損益計算書）

前事業年度まで区分掲記しておりました「たな卸資産除

却損」（当事業年度は1百万円）は、営業外費用の総額の

100分の10以下となったため、営業外費用の「その他」に

含めて表示することにしました。

前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示し

ておりました「たな卸資産評価損」は、営業外費用の総額

の100分の10を超えたため区分掲記しました。なお、前事業

年度における「たな卸資産評価損」の金額は19百万円で

あります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１　関係会社に対する資産・負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

主なものは次のとおりであります。

※１　関係会社に対する資産・負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

主なものは次のとおりであります。

売掛金 804百万円

前払費用   1,071百万円

未収入金 338百万円

買掛金 733百万円

未払金 865百万円

売掛金    659百万円

前払費用        901百万円

未収入金    186百万円

買掛金    524百万円

※２　期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしております。なお、当期末日

が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれております。

受取手形 19百万円

支払手形 4百万円

※２　　　　　　　 ──────

　３　係争事件

当社は、「厚生労働省向けネットワーク機器販売及

び支援サービス並びに国保連合会システム」に係

る一連の取引において、当社の販売先である㈱デジ

タルデザインより、平成19年２月７日付（訴状受領

日）で訴訟の提起を受けております。

同社の訴えは、日本アイ・ビー・エム㈱を売上先と

した売買契約に基づく売買代金の支払いを主たる

請求として求めるものですが、当社に対しても当該

取引に係る仕入先として、損害賠償（12億58百万円

及び遅延損害金）又は売買代金相当額返還（11億

89百万円及び遅延損害金）を予備的に求めるもの

であります。

一方、当社はこれを受けて平成19年２月15日付で同

社に対し、当該取引に係る未回収の売買代金（10億

59百万円及び遅延損害金）の支払いを求める反訴

を提起しており、現在係争中であります。

　３　係争事件

当社は、「厚生労働省向けネットワーク機器販売及

び支援サービス並びに国保連合会システム」に係

る一連の取引において、当社の販売先である㈱デジ

タルデザインより、平成19年２月７日付（訴状受領

日）で訴訟の提起を受けております。

同社の訴えは、日本アイ・ビー・エム㈱を主たる請

求の相手方として売買契約に基づく売買代金の支

払いを求めるものですが、仕入先にあたる当社に対

しても、損害賠償（13億17百万円及び遅延損害金。

前事業年度末における請求金額12億58百万円から

㈱デジタルデザインによる増額請求により変

更。）、売買代金相当額返還（11億89百万円及び遅

延損害金）又は不当利得返還（12億58百万円及び

遅延損害金、11億89百万円及び遅延損害金）を予備

的に求めるものであります。

一方、当社はこれを受けて平成19年２月15日付で同

社に対し、当該取引に係る未回収の売買代金等（11

億4百万円及び遅延損害金。前事業年度末における

請求金額10億59百万円から増額請求により変更。）

の支払いを求める反訴を提起しており、いずれも現

在係争中であります。

又、上述の案件に関連して当社がニスコム㈱との間

で行った仕入取引に関し、ニスコム㈱より平成20年

１月９日付（訴状受領日）で当該仕入取引に係る

請負代金（42百万円及び遅延損害金）の支払いを

求める訴訟の提起を受けており、本件につきまして

も、上述の案件に併合され、係争中であります。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　他勘定受入高の内訳は次のとおりであります。 ※１　他勘定受入高の内訳は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 450百万円 販売費及び一般管理費 1,201百万円

※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

器具及び備品 340百万円

販売費及び一般管理費 38百万円

営業外費用  

　たな卸資産除却損 180百万円

　その他 19百万円

計 579百万円

器具及び備品    87百万円

販売費及び一般管理費   19百万円

営業外費用  

　たな卸資産評価損 153百万円

　その他   1百万円

計 262百万円
※３　一般管理費に含まれる研究開発費は、129百万円であ

ります。
※３　一般管理費に含まれる研究開発費は、270百万円であ

ります。

※４　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

※４　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

当期商品仕入高 1,308百万円

当期外注費 7,028百万円

当期経費 906百万円

販売費及び一般管理費 295百万円

受取配当金 187百万円

当期商品仕入高 226百万円

当期外注費      7,093百万円

当期経費 18百万円

販売費及び一般管理費 90百万円

受取配当金 33百万円

支払利息 69百万円

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

器具及び備品 69百万円

ソフトウエア 0百万円

計 69百万円

建物  5百万円

器具及び備品  3百万円

ソフトウエア  0百万円

計 9百万円

（株主資本等変動計算書関係）

  前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

普通株式（注） 1,872 － 396 1,476

合計 1,872 － 396 1,476

（注）減少数は、ストック・オプションの権利行使割当によるものであります。

  当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

普通株式 1,476 － － 1,476

合計 1,476 － － 1,476
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

器具及び備品 41 34 7

合計 41 34 7

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

器具及び備品 26 13 13

ソフトウエア 22 1 20

合計 48 14 34

(2）未経過リース料期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

１年内 4百万円　　　　　　　

１年超 3百万円　　　　　　　

合　計 7百万円　　　　　　　

１年内 9 百万円　　　　　　　

１年超 25 百万円　　　　　　　

合　計 34 百万円　　　　　　　

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 16百万円

減価償却費相当額 14百万円

支払利息相当額 0百万円

支払リース料   7百万円

減価償却費相当額  6百万円

支払利息相当額  0百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

────── ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

 １年内   10百万円

１年超  5百万円

合　計  16百万円

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左

（有価証券関係）

前事業年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）及び当事業年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年

３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産） （単位：百万円）

未払事業税 1

未払事業所税 5

賞与引当金 222

貸倒引当金 431

退職給付引当金 112

役員退職慰労引当金 38

たな卸資産評価損 121

投資有価証券評価損 131

事業整理損 100

その他有価証券評価差額金 258

繰延ヘッジ損益 2

繰越欠損金 1,402

その他 5

繰延税金資産小計 2,835

評価性引当額 △2,835

繰延税金資産合計 －

（繰延税金負債）  

特別償却準備金 △1

前払年金費用 △5

その他 △3

繰延税金負債合計 △10

繰延税金負債の純額 △10

（繰延税金資産） （単位：百万円）

未払事業税 9

未払事業所税 5

賞与引当金 148

貸倒引当金 440

事務所移転費用引当金 87

退職給付引当金 111

たな卸資産評価損 177

投資有価証券評価損 131

関係会社株式評価損 191

関係会社出資金評価損 25

繰越欠損金 1,799

その他 4

繰延税金資産小計 3,135

評価性引当額 △3,135

繰延税金資産合計 －

（繰延税金負債）  

前払年金費用 △14

その他 △1

繰延税金負債合計 △15

繰延税金負債の純額 △15

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

税引前当期純損失のため、記載を省略しております。 同左

EDINET提出書類

株式会社ネットマークス(E05226)

有価証券報告書

 91/109



（企業結合等関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

────── （事業分離）

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を

行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事業

分離の概要

(1) 分離先企業の名称

㈱クーレボ、エフビットコミュニケーションズ㈱

(2) 分離した事業の内容

当社のビデオ・オン・デマンド事業

(3) 事業分離を行った主な理由 

当社の経営施策である注力領域への経営資源の集中

において、ビデオ・オン・デマンド事業が今後大きい

効果を期待できず、又、当社の事業の効率化・合理化

を一段と加速することが必要であると判断し、本事業

を譲渡することといたしました。

(4) 事業分離日

㈱クーレボ

平成19年11月15日

エフビットコミュニケーションズ㈱

平成19年11月27日

(5) 法的形式を含む事業分離の概要

事業譲渡

２．実施した会計処理の概要

受取対価と移転した事業に係る資産の移転直前の適

正な帳簿価額による純資産額との差額は、本事業に係

る資産の譲渡損益と併せて特別損益として計上して

おります。 

３．当事業年度の損益計算書に計上されている分離した

事業に係る損益の概算額

売上高　　　137百万円

営業損失　　171百万円
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 876.56円

１株当たり当期純損失金額 25,992.92円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１

株当たり当期純損失が計上されているため記載しており

ません。

１株当たり純資産額 3,359.25円

１株当たり当期純損失金額 7,504.97円

同左

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度末

（平成19年３月31日）
当事業年度末

（平成20年３月31日）

 純資産の部の合計額（百万円） 151 884

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 151 884

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（株）
173,372 263,408

２．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純損失（百万円） 4,501 1,405

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失（百万円） 4,501 1,405

期中平均株式数（株） 173,169 187,224

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株

式の概要

旧商法第280条ノ20及び第280条

ノ21に基づく新株予約権４種類

（新株予約権の数931個、2,688

株）。

これらの詳細は、「第４ 提出会

社の状況 １ 株式等の状況

(2) 新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。

旧商法第280条ノ20及び第280条

ノ21に基づく新株予約権４種類

（新株予約権の数651個、1,524

株）。

これらの詳細は、「第４ 提出会

社の状況 １ 株式等の状況

(2) 新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（子会社株式の売却）

当社は、平成19年２月28日開催の取締役会の決議に基づ

き、連結子会社スターネット㈱の全株式を住友電気工業㈱

に譲渡いたしました。

(1) 株式売却の理由

平成19年５月31日に終了した日本ユニシス㈱による

当社株式の公開買付けの成立により、当社の親会社は

住友電気工業㈱から日本ユニシス㈱に変更となりま

した。当社は今後、日本ユニシスグループの一員とし

て事業拡大を目指してまいりますが、スターネット㈱

につきましては、同社が住友電気工業グループの一員

であることが同社と顧客の取引関係を維持するため

に重要であること等に鑑み、当社が保有するスター

ネット㈱株式の全てを住友電気工業㈱に譲渡するこ

とにいたしました。 

(2) 売却先 　 　　　　　住友電気工業㈱

(3) 売却時期　　　　　　平成19年６月12日

(4) 当該子会社の事業内容及び当社との取引内容

　①事業内容

回線インテグレーション事業及びネットワークサー

ビス事業

　②取引内容

ネットワーク通信回線サービスの仕入及びネット

ワークシステム等の販売

(5) 売却の概要

  売却価額　　　　　　783百万円 

  売却する株式の数　　　3,920株 

  売却益　　　　　　　194百万円 

  売却後の持分比率　　　　 －％ 

（子会社株式の売却）

当社は、平成20年４月25日開催の取締役会において、連結

子会社エス・アンド・アイ㈱の全株式を売却することを

決議し、平成20年５月１日をもって売却いたしました。

(1) 株式売却の理由

当社は、顧客基盤の拡大とＩＰテレフォニー事業や保

守事業でのシナジー、又、上位ソリューション事業へ

の参入を目的として、エス・アンド・アイ㈱の株式を

平成15年10月に取得し子会社化しましたが、今般、事

業効率化の一環として、当社が保有する同社株式の全

てを売却することといたしました。

(2) 売却先　　　　　　　ユニアデックス㈱

(3) 売却時期　　　　　　平成20年５月１日

(4) 当該子会社の事業内容及び当社との取引内容

①事業内容

ネットワークシステムの設計、構築及び保守・運用

②取引内容

Ｗｅｂ関連、システム及びネットワークシステムのコ

ンサルティング、開発、設計、構築サービス及び関連製

品の販売と仕入

(5) 売却の概要

売却価額　　　　　　849百万円

売却する株式の数　　　7,200株

売却益　　　　　　　 49百万円

売却後の持分比率　　　　 －％
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

────── （子会社の吸収合併）

当社は、平成20年４月25日開催の取締役会において、平成

20年７月１日をもって、連結子会社㈱ネットマークスサ

ポートアンドサービスを簡易合併の手続きにより吸収合

併することを決議いたしました。

１．結合当事企業の名称及びその事業内容、企業結合の法

的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取

引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

①結合企業

名称　　㈱ネットマークス（当社）

事業の内容　

ネットワークシステムの設計、構築、運用管理アウ

トソーシングサービス並びに販売

②被結合企業

名称　　㈱ネットマークスサポートアンドサービス

事業の内容　

ネットワークシステムの運用、保守並びにネット

ワークシステム機器の導入設置工事

事業規模　

売上高　　8,766百万円（平成19年３月期）

資本金　　　150百万円（平成19年３月31日現在）

純資産　　　303百万円（平成19年３月31日現在）

総資産　　3,688百万円（平成19年３月31日現在）

(2) 企業結合の法的形式、結合後企業の名称

当社を存続会社とする吸収合併方式で、㈱ネットマー

クスサポートアンドサービスは解散し、結合後企業の

名称は㈱ネットマークス（当社）となります。なお、

㈱ネットマークスサポートアンドサービスは当社の

全額出資の子会社であるため、本合併による新株式の

発行、資本金の増加及び合併交付金の支払いはありま

せん。

(3) 取引の目的を含む取引の概要

①合併の目的

当社は、平成11年10月に同社を100％子会社化して以

来、同社を通じて当社販売のネットワークシステムの

運用、保守サポートサービスを顧客に提供してまいり

ましたが、当社が平成19年６月に日本ユニシスグルー

プの一員となったことにより、同グループ各社との連

携強化の一環として、当社の保守サポートサービス業

務を全面的に日本ユニシス㈱の100％子会社であるユ

ニアデックス㈱へ統合することとし、㈱ネットマーク

スサポートアンドサービスのサポート以外の技術要

員を当社に吸収することにより、経営資源の集中によ

る効率化を図るためであります。

②合併の期日　　平成20年７月１日　　　

２．実施する会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15

年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針

第10号 最終改正平成18年12月22日）に基づき、共通支

配下の取引として会計処理を行います。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他

有価証券

㈱テリロジー 13,240 133

都築電気㈱ 150,000 48

㈱シネマプラス 408 20

㈱ビック東海 18,000 10

㈱府中カントリークラブ 600 9

アイティーコーディネート㈱ 400 8

㈱インターネットイニシアティブ 25 8

㈱ジャスティー 300 3

㈱ＵＣＯＭ 375 2

その他（５銘柄） 2,441.5 0

計 185,789.5 244

【その他】

投資有価証券
その他

有価証券

種類及び銘柄
投資口数等
（口）

貸借対照表計上額
（百万円）

（投資事業有限責任組合出資金）   

アント・カタライザー２号投資事業

有限責任組合
1 43

計 － 43
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 397 16 111 302 143 36 159

器具及び備品 2,451 168 225 2,394 1,678 261 715

有形固定資産計 2,849 185 337 2,697 1,822 297 874

無形固定資産        

商標権 5 － 0 4 2 0 2

ソフトウエア 1,286 219 448 1,057 682 294 374

電話加入権 4 － － 4 － － 4

無形固定資産計 1,295 219 449 1,065 684 295 381

長期前払費用 11 － － 11 5 2 5

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１．当期増加額の主な内容は次のとおりであります。

　　器具及び備品　　評価測定機器・業務用ＯＡ機器類等の購入によるものであります。

　　ソフトウエア　　ソフトウエアの開発によるものであります。

２．当期減少額の主な内容は次のとおりであります。

　　建物　　　　　　ＬＡＮ設備等の譲渡によるものであります。

　　器具及び備品　　ネットワーク機器等の譲渡によるものであります。

　　ソフトウエア　　市場販売目的のソフトウエアの除却によるものであります。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 1,061 36 2 － 1,096

事務所移転費用引当金 － 214 － － 214

役員退職慰労引当金 94 － － 94 －

　（注）役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は、当期中に退任した取締役及び監査役に係る役員退職慰労引

当金の取崩額並びに平成20年３月の役員退職慰労金制度の廃止に伴う取崩額であります。

EDINET提出書類

株式会社ネットマークス(E05226)

有価証券報告書

 97/109



(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 0

預金  

当座預金 15

普通預金 271

外貨普通預金 11

小計 298

合計 298

ロ．受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

カルソニックカンセイ㈱ 107

富士ビジネス㈱ 40

大坪電気㈱ 30

ホーコス㈱ 17

㈱ＣＫＫ 17

その他 77

合計 291

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年４月 70

５月 35

６月 44

７月 52

８月 87

合計 291

ハ．売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱野村総合研究所 990

学校法人北海学園 646

日本テレコムネットワークシステムズ㈱ 558

㈱トヨタデジタルクルーズ 436

東日本電信電話㈱ 244

その他 4,438
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相手先 金額（百万円）

合計 7,315

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

9,385 35,975 38,045 7,315 83.9 85.0

　（注）当期発生高には消費税等が含まれております。

ニ．商品

品目 金額（百万円）

ネットワーク関連機器 827

ネットワーク関連ソフトウエア 234

合計 1,061

ホ．未成工事支出金

品目 金額（百万円）

商品 1,243

労務費 589

外注費 42

経費 189

合計 2,065

ヘ．前払費用

内訳 金額（百万円）

保守前払費用 1,059

社員定期代前払費用 50

その他事務所賃料等前払費用 20

合計 1,130

②　固定資産

イ．関係会社株式

銘柄 金額（百万円）

エス・アンド・アイ㈱ 800

㈱ネットマークスサポートアンドサービス 327

㈱プロスタッフ 16

NETMARKS（THAILAND）CO.,LTD 15

NETMARKS PHILIPPINES,INC. 12
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銘柄 金額（百万円）

㈱エヌエム・ヒューマテック 11

NETMARKS SINGAPORE PTE.LTD. 8

PT.NETMARKS INDONESIA 7

NETMARKS TECHNOLOGY（MALAYSIA）SDN BHD 7

合計 1,206

　　　　ロ．長期未収入金

相手先 金額（百万円）

㈱デジタルデザイン 1,059

合計 1,059

③　流動負債

イ．支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

セイコープレシジョン㈱ 5

ジェイネット・コム㈱ 0

合計 5

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年４月 2

５月 0

６月 －

７月 3

合計 5

ロ．買掛金

相手先 金額（百万円）

㈱ネットマークスサポートアンドサービス 516

㈱ラック 487

シスコシステムズ合同会社 463

住友電設㈱ 423

伊藤忠テクノソリューションズ㈱ 152

その他 2,352

合計 4,396

ハ．関係会社短期借入金

相手先 金額（百万円）

日本ユニシス㈱ 2,667

合計 2,667
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ニ．前受収益

内訳 金額（百万円）

保守前受収益 1,246

合計 1,246

④　固定負債

長期借入金

相手先 金額（百万円）

日本生命保険相互会社 2,250

第一生命保険相互会社 2,000

合計 4,250

(3) 【その他】

（訴訟）

当社は、「厚生労働省向けネットワーク機器販売及び支援サービス並びに国保連合会システム」に係る一連の取

引において、当社の販売先である㈱デジタルデザインより、平成19年２月７日付（訴状受領日）で訴訟の提起を受

けております。

同社の訴えは、日本アイ・ビー・エム㈱を主たる請求の相手方として売買契約に基づく売買代金の支払いを求め

るものですが、仕入先にあたる当社に対しても、損害賠償（13億17百万円及び遅延損害金。前事業年度末における

請求金額12億58百万円から㈱デジタルデザインによる増額請求により変更。）、売買代金相当額返還（11億89百万

円及び遅延損害金）又は不当利得返還（12億58百万円及び遅延損害金、11億89百万円及び遅延損害金）を予備的

に求めるものであります。

一方、当社はこれを受けて平成19年２月15日付で同社に対し、当該取引に係る未回収の売買代金等（11億4百万円

及び遅延損害金。前事業年度末における請求金額10億59百万円から増額請求により変更。）の支払いを求める反訴

を提起しており、いずれも現在係争中であります。

又、上述の案件に関連して当社がニスコム㈱との間で行った仕入取引に関し、ニスコム㈱より平成20年１月９日付

（訴状受領日）で当該仕入取引に係る請負代金（42百万円及び遅延損害金）の支払いを求める訴訟の提起を受け

ており、本件につきましても、上述の案件に併合され、係争中であります。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 　─

株式の名義書換え  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号　　住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

株券喪失登録に伴う手数料
１．喪失登録　　　　１件につき10,000円

２．喪失登録株券　　１枚につき　 500円

公告掲載方法

電子公告による。但し、電子公告を行うことができない事故その他のやむを得

ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して公告する。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.netmarks.co.jp/ir/koukoku/index.html

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類

平成20年１月31日関東財務局長に提出

(2）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第11期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）　平成19年７月31日関東財務局長に提出

(3）有価証券報告書の訂正報告書

事業年度（第７期）（自　平成14年４月１日　至　平成15年３月31日）　平成19年７月31日関東財務局長に提出

事業年度（第８期）（自　平成15年４月１日　至　平成16年３月31日）　平成19年７月31日関東財務局長に提出

事業年度（第９期）（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）　平成19年７月31日関東財務局長に提出

事業年度（第10期）（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）　平成19年７月31日関東財務局長に提出

事業年度（第11期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）　平成19年10月19日関東財務局長に提出

(4）半期報告書

（第12期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）　平成19年12月20日関東財務局長に提出

(5）半期報告書の訂正報告書

（第８期中）（自　平成15年４月１日　至　平成15年９月30日）　平成19年７月31日関東財務局長に提出

（第９期中）（自　平成16年４月１日　至　平成16年９月30日）　平成19年７月31日関東財務局長に提出

（第10期中）（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）　平成19年７月31日関東財務局長に提出

（第11期中）（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）　平成19年７月31日関東財務局長に提出

(6）臨時報告書

平成19年４月10日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与え

る事象）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成19年６月８日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）及び第４号（主要株主の異動）の規定

に基づく臨時報告書であります。

平成19年７月17日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与え

る事象）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成19年10月１日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与え

る事象）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成19年11月12日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第11号（債権の取立不能又は取立遅延のおそれ）の規定に基づ

く臨時報告書であります。

平成19年11月16日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第８号（事業の譲渡）の規定に基づく臨時報告書であります。
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　平成20年１月11日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号（訴訟の提起）の規定に基づく臨時報告書であります。

　平成20年３月26日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与え

る事象）の規定に基づく臨時報告書であります。

　平成20年４月１日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与え

る事象）の規定に基づく臨時報告書であります。

　平成20年４月21日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与え

る事象）の規定に基づく臨時報告書であります。

　平成20年５月２日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）、第７号の３（吸収合併）、第12号

及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。

　平成20年５月７日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与え

る事象）の規定に基づく臨時報告書であります。

(7）臨時報告書の訂正報告書

　平成19年５月７日関東財務局長に提出

平成19年３月１日提出の臨時報告書（特定子会社の異動並びに財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事

象）に係る訂正報告書であります。

　平成19年８月27日関東財務局長に提出

平成19年３月１日提出の臨時報告書（特定子会社の異動並びに財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事

象）に係る訂正報告書であります。

　平成20年５月15日関東財務局長に提出

平成20年５月２日提出の臨時報告書（吸収合併）に係る訂正報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年7月31日

株式会社ネットマークス   

 取締役会　御中   

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 高田　重幸　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 杉本　宏之　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ネットマークスの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ネットマークス及び連結子会社の平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

(1)　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は、当連結会計年度において、4,765百万円

と多額の当期純損失を計上した結果、連結貸借対照表における自己資本は△97百万円となっており、継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企

業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。

(2)　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号　平成17年12月9日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号　平成17年12月9日）を適用している。

(3)　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年2月28日開催の取締役会決議に基づき、平成19年6月12日に連

結子会社スターネット㈱の全株式を住友電気工業㈱に譲渡している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月18日

株式会社ネットマークス   

 取締役会　御中   

 Ｋ Ｄ Ａ 監 査 法 人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐佐木　敬　昌　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 園　田　光　基　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ネットマークスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ネットマークス及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年４月25日開催の取締役会において、連結子会社エス・ア

ンド・アイ㈱の全株式を売却することを決議し、平成20年５月１日をもって売却した。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年４月25日開催の取締役会において、平成20年７月１日を

もって、連結子会社㈱ネットマークスサポートアンドサービスを簡易合併の手続きにより吸収合併することを決議し

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年7月31日

株式会社ネットマークス   

 取締役会　御中   

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 高田　重幸　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 杉本　宏之　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ネットマークスの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第11期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ネッ

トマークスの平成19年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

追記情報

(1)　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は、当事業年度において、4,501百万円と多

額の当期純損失を計上した結果、貸借対照表における自己資本は151百万円となっており、継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

(2)　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年2月28日開催の取締役会決議に基づき、平成19年6月12日に連

結子会社スターネット㈱の全株式を住友電気工業㈱に譲渡している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月18日

株式会社ネットマークス   

 取締役会　御中   

 Ｋ Ｄ Ａ 監 査 法 人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐佐木　敬　昌　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 園　田　光　基　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ネットマークスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第12期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ネッ

トマークスの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年４月25日開催の取締役会において、連結子会社エス・ア

ンド・アイ㈱の全株式を売却することを決議し、平成20年５月１日をもって売却した。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年４月25日開催の取締役会において、平成20年７月１日を

もって、連結子会社㈱ネットマークスサポートアンドサービスを簡易合併の手続きにより吸収合併することを決議し

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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